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徳島県公安委員会規則第４号

個人情報の保護に関する法律の施行に関する細則を次のように定める。

令和５年３月24日

徳島県公安委員会委員長 米 澤 和 美

個人情報の保護に関する法律の施行に関する細則

（趣旨）

第１条 個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号。以下「法」という。）の施

行については，個人情報の保護に関する法律施行令（平成15年政令第507号。以下「政

令」という。），個人情報の保護に関する法律施行規則（平成28年個人情報保護委員会

規則第３号）及び個人情報の保護に関する法律施行条例（令和４年徳島県条例第55号。

以下「条例」という。）に定めるもののほか，この規則の定めるところによる。

（個人情報ファイル簿）

第２条 法第75条第１項の個人情報ファイル簿は，別記様式第１号によるものとする。

（個人情報取扱事務登録簿）

第３条 条例第３条第１項の登録簿は，別記様式第２号によるものとする。

（保有個人情報開示請求書）

第４条 法第77条第１項の開示請求書は，別記様式第３号によるものとする。

（保有個人情報開示決定通知書等）

第５条 法第82条第１項に規定する書面は，保有個人情報の全部を開示するときは保有

個人情報開示決定通知書（別記様式第４号）に，保有個人情報の一部を開示するとき

は保有個人情報部分開示決定通知書（別記様式第５号）によるものとする。

２ 法第82条第２項に規定する書面は，保有個人情報非開示決定通知書（別記様式第６

号）によるものとする。

（保有個人情報開示決定等期限延長通知書等）

第６条 法第83条第２項に規定する書面は，保有個人情報開示決定等期限延長通知書（別

記様式第７号）によるものとする。

２ 法第84条に規定する書面は，保有個人情報開示決定等期限特例延長通知書（別記様

式第８号）によるものとする。

（保有個人情報開示請求事案移送書等）

第７条 法第85条第１項の規定により事案を移送するときは，保有個人情報開示請求事

案移送書（別記様式第９号）によるものとする。

２ 法第85条第１項に規定する書面は，保有個人情報開示請求事案移送通知書（別記様

式第10号）によるものとする。

（保有個人情報の開示に関する意見照会書等）

第８条 法第86条第１項及び第２項の規定による通知は，保有個人情報の開示に関する

意見照会書（別記様式第11号）により行うものとする。

２ 法第86条第１項及び第２項の意見書は，別記様式第12号によるものとする。

３ 法第86条第３項に規定する書面は，反対意見書に係る保有個人情報開示決定通知書

（別記様式第13号）によるものとする。

（保有個人情報の閲覧等）



第９条 保有個人情報の閲覧又は視聴をする者は，当該保有個人情報が記録された公文

書を丁寧に取り扱うこととし，これを改ざんし，又は汚損してはならない。

２ 公安委員会は，前項の規定に違反した者又は違反するおそれがあると認められる者

に対し，保有個人情報の閲覧又は視聴を中止させ，又は禁止することができる。

３ 保有個人情報が記録された公文書の写し（電磁的記録を複写し，又は用紙に出力し

たものを含む。）の交付は，請求１件につき１部とする。

（電磁的記録の開示方法）

第10条 法第87条第１項の規定により公安委員会が定める方法は，次の各号に掲げる電

磁的記録の区分に応じ，それぞれ当該各号に定める方法とする。

(1) ビデオテープ，録音テープその他映像又は音声を記録した電磁的記録 視聴又は

複写したものの交付

(2) 前号に掲げる電磁的記録以外のもの 用紙に出力したものの閲覧又は交付

２ 前項の規定にかかわらず，同項第２号に掲げる電磁的記録を専用機器を用いて視聴

させ，又は複写することが容易であるときは，当該電磁的記録の開示の方法は，視聴

又は複写したものの交付とすることができる。

（開示の実施の方法等の申出）

第11条 法第87条第３項の規定による申出は，保有個人情報開示実施方法等申出書（別

記様式第14号）により行うものとする。

（口頭による開示手続）

第12条 公安委員会は，条例第５条第１項の規定により口頭による開示を求めることが

できる保有個人情報を定めたときは，当該保有個人情報の項目並びに口頭により開示

を求めることができる期間及び場所を告示するものとする。

２ 条例第５条第１項の規定により口頭による開示を求めようとする者は，政令第22条

第１項第１号に定める書類の提示又は提出その他公安委員会が適当と認める方法によ

り，自己が当該求めに係る保有個人情報の本人であることを示さなければならない。

３ 条例第５条第３項の公安委員会が定める方法は，閲覧又は口頭による開示とする。

（保有個人情報訂正請求書）

第13条 法第91条第１項の訂正請求書は，別記様式第15号によるものとする。

（保有個人情報訂正決定通知書等）

第14条 法第93条第１項に規定する書面は，保有個人情報訂正決定通知書（別記様式第

16号）によるものとする。

２ 法第93条第２項に規定する書面は，保有個人情報非訂正決定通知書（別記様式第17

号）によるものとする。

（保有個人情報訂正決定等期限延長通知書等）

第15条 法第94条第２項に規定する書面は，保有個人情報訂正決定等期限延長通知書（別

記様式第18号）によるものとする。

２ 法第95条に規定する書面は，保有個人情報訂正決定等期限特例延長通知書（別記様

式第19号）によるものとする。

（保有個人情報訂正請求事案移送書等）

第16条 法第96条第１項の規定により事案を移送するときは，保有個人情報訂正請求事



案移送書（別記様式第20号）によるものとする。

２ 法第96条第１項に規定する書面は，保有個人情報訂正請求事案移送通知書（別記様

式第21号）によるものとする。

（保有個人情報訂正実施通知書）

第17条 法第97条に規定する書面は，保有個人情報訂正実施通知書（別記様式第22号）

によるものとする。

（保有個人情報利用停止請求書）

第18条 法第99条第１項の利用停止請求書は，別記様式第23号によるものとする。

（保有個人情報利用停止決定通知書等）

第19条 法第101条第１項に規定する書面は，保有個人情報利用停止決定通知書（別記様

式第24号）によるものとする。

２ 法第101条第２項に規定する書面は，保有個人情報非利用停止決定通知書（別記様式

第25号）によるものとする。

（保有個人情報利用停止決定等期限延長通知書等）

第20条 法第102条第２項に規定する書面は，保有個人情報利用停止決定等期限延長通知

書（別記様式第26号）によるものとする。

２ 法第103条に規定する書面は，保有個人情報利用停止決定等期限特例延長通知書（別

記様式第27号）によるものとする。

（手数料の納付の時期及び方法）

第21条 条例第８条第１項及び第２項の手数料は，法第115条（法第118条第２項におい

て準用する場合を含む。）の規定による行政機関等匿名加工情報の利用に関する契約で

定める納付期限までに，納入通知書，現金又は小切手等（小切手その他金銭の支払を

目的とする有価証券であって別に定めるものをいう。）により，納付しなければならな

い。

（委任）

第22条 この規則に定めるもののほか，法の施行に関し必要な事項は，徳島県警察本部

長が定める。

附 則

（施行期日）

１ この規則は，令和５年４月１日から施行する。

（徳島県個人情報保護条例の施行に関する規則の廃止）

２ 徳島県個人情報保護条例の施行に関する規則（平成18年徳島県公安委員会規則第５

号。以下「旧規則」という。）は，廃止する。

（経過措置）

３ この規則の様式に相当する旧規則に定める様式による用紙は，当分の間，所要の調

整をして使用することができるものとする。



別記様式第１号（第２条関係）

個人情報ファイル簿

作成年月日（修正した場合にあ

っては直近の修正年月日）

個人情報ファイルの名称

実施機関等の名称

個人情報ファイルが利用に供さ

れる事務をつかさどる組織の名

称

個人情報ファイルの利用目的

記録項目

記録範囲

記録情報の収集方法

要配慮個人情報 □含まれる □含まれない

記録情報の経常的提供先

開示請求等を受理する組織の名 （名称）

称及び所在地

（所在地）

訂正及び利用停止に関する他の

法令の規定による特別の手続等

個人情報ファイルの種別 □法第60条第２項第１号 □法第60条第２項第２号

（電算処理ファイル） （マニュアル処理ファ

イル）

政令第21条第７項に該当す

るファイル

□有 □無

行政機関等匿名加工情報の提案 □該当する □該当しない

の募集をする個人情報ファイル

行政機関等匿名加工情報の提案 （名称）



を受ける組織の名称及び所在地

（所在地）

行政機関等匿名加工情報の概要 （行政機関等匿名加工情報の本人の数）

（行政機関等匿名加工情報に含まれる情報の項目）

作成された行政機関等匿名加工 （名称）

情報に関する提案を受ける組織

の名称及び所在地 （所在地）

作成された行政機関等匿名加工

情報に関する提案をすることが

できる期間

備考



別記様式第２号（第３条関係）
その１

個人情報取扱事務登録簿

登録年月日 年 月 日 変更年月日 年 月 日

個人情報取扱事務の区分 □ 共通 □ 県本部主管課・警察署共通 □ 警察署共通 □ 固有

個人情報取扱事務を 登録
所管する組織の名称

保有

個人情報取扱事務の名称

個人情報取扱事務の目的

根拠法令等

個人情報の対象者の範囲

基本的事項 □個人識別符号 □氏名 □性別 □生年月日・年齢
□住所・電話番号 □国籍・本籍(都道府県名のみ) □その他（ ）

家 庭 生 活 □家族状況 □親族関係 □婚姻歴
□その他（ ）

個
人 社 会 生 活 □職業・職歴 □学業・学歴 □資格・免許 □賞罰 □成績・評価
情 □その他（ ）
報
の 財 産 収 入 □資産状況 □収入・所得 □納税状況 □公的扶助 □取引状況
記 □その他（ ）
録
項 □人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴
目 要配慮個人 □犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □健康診断等の結果

情報 □医師等による指導・診療・調剤 □刑事事件に関する手続
□少年の保護事件に関する手続

そ の 他 □意見・要望 □相談内容 □趣味・し好
□その他（ ）

□ 本人 □ 本人以外

個 人 情 報 の 収 集 先 本人以外 □実施機関内部
の区分 □他の実施機関 □他の官公庁 □私人・民間団体

□刊行物等 □その他（ ）

個人情報（個人関連情報を □実施機関内部
含む。）の利用又は提供先 □他の実施機関 □他の官公庁 □私人・民間団体 □その他（ ）

個人情報を取扱う業務に従 □ 職員 □ 業務委託を受けた者 □ 再委託を受けた者
事する者 □ 指定管理者 □ 約款による外部サービス提供者 □その他（ ）

個人情報が取扱われる場所 □実施機関の庁舎内 □県内 □国内 □外国

個人情報の取得及び保有の 年間の取得件数（ ）
状況 保有期間（ ）

個人情報ファイル簿の有無 □ 有 □ 無

備 考

注 この様式は，個人情報取扱事務（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に
関する法律（平成25年法律第27号）第２条第９項に規定する特定個人情報ファイルを取り扱う事務
を除く。）について登録する場合に使用すること。



その２
個人情報取扱事務登録簿（特定個人情報ファイル用）

登録年月日 年 月 日 変更年月日 年 月 日

個人情報取扱事務の区分 □共通 □ 県本部主管課・警察署共通 □ 警察署共通 □固有

個人情報取扱事務を 登 録
所管する組織の名称

保 有

個人情報取扱事務の名称

特定個人情報ファイルの名称

個人情報取扱事務の目的

根 拠 法 令 等

特定個人情報の対象者の範囲

□個人番号 □個人番号対応符号 □個人識別符号（個人番号を除く。）
基本的事項 □氏名 □性別 □生年月日・年齢 □住所・電話番号

□国籍・本籍（都道府県名のみ） □その他（ ）
特
定 家 庭 生 活 □家族状況 □親族関係 □婚姻歴 □その他（ ）
個
人 社 会 生 活 □職業・職歴 □学業・学歴 □資格・免許 □賞罰 □成績・評価
情 □その他（ ）
報
の 財 産 収 入 □資産状況 □収入・所得 □納税状況 □公的扶助 □取引状況
記 □その他（ ）
録
項 □人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴
目 要配慮個人 □犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □健康診断等の結果

情報 □医師等による指導・診療・調剤 □刑事事件に関する手続
□少年の保護事件に関する手続

そ の 他 □意見・要望 □相談内容 □趣味・し好 □その他（ ）

□本人又は本人の代理人 □実施機関内部 □他の実施機関
収 集 先 □行政機関・独立行政法人等 □地方公共団体・地方独立行政法人

□事業者 □その他（ ）

特定個人情報の □紙 □電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）
収 集 の 状 況 収 集 方 法 □フラッシュメモリ □電子メール □専用線

□庁内連携システム □情報提供ネットワークシステム
□その他（ ）

根拠法令等

提 供 又 は □本人又は本人の代理人 □実施機関内部 □他の実施機関
移 転 先 □行政機関・独立行政法人等 □地方公共団体・地方独立行政法人

□事業者 □その他（ ）
特定個人情報の
提 供 又 は □紙 □電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）
移 転 の 状 況 提 供 又 は □フラッシュメモリ □電子メール □専用線

移 転 方 法 □庁内連携システム □情報提供ネットワークシステム
□その他（ ）

根拠法令等

特定個人情報ファイルを取り扱う事務の委託又は指定管理者による管理の有無 □ 有 □ 無

備 考

注 この様式は，個人情報取扱事務（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に
関する法律（平成25年法律第27号）第２条第９項に規定する特定個人情報ファイルを取り扱う事務
に限る。）について登録する場合に使用すること。



別記様式第３号（第４条関係）

保有個人情報開示請求書

年 月 日

徳島県公安委員会 殿

住所又は居所

（ふりがな）
氏 名

代理人が法人の場合にあっては，主たる事
務所の所在地及び名称並びに代表者の氏名

電話番号

個人情報の保護に関する法律第77条第１項の規定により，次のとおり保有個人情報の開示を請求

します。

１ 開示を請求する保有個人

情報の名称等

当該保有個人情報が特定で

きるよう具体的に記入して

ください。

２ 開示の実施方法 (1) 窓口・事務所における開示

希望する開示の実施方法の ア 開示の方法

番号を○で囲んでくださ (ｱ)文書及び図画の場合

い。 □閲覧 □写しの交付

(ｲ)電磁的記録の場合

□用紙に出力したものの閲覧

□用紙に出力したものの交付

□専用機器により再生したものの視聴

□複写したものの交付

イ 開示の実施を希望する日 年 月 日

(2) 写し，用紙に出力したもの又は複写したものの送付

３ 開示請求者 □本人 □法定代理人 □任意代理人

４ 代理人が請求 本人の氏 氏名 （ 年 月 日生）
ふりがな

する場合 名，住所

等 住所又は居

所

電話番号

本人の状況 □未成年 □成年被後見人 □任意代理人委任者

注 １ 該当する項目の□にレ印を記入してください。

２ 本人が請求する場合は，請求の際，本人であることを示す書類（運転免許証，旅券等）を

提示し，又は提出してください。

３ 代理人が請求する場合は，請求の際，代理人の運転免許証，旅券等の書類及び代理人の資

格を証明する書類（戸籍謄本等）を提示し，又は提出してください。

４ 代理人が法人の場合は，当該法人の代表者印を押印してください。



※次の欄は，記入しないでください。

請 求 者 の 確 認 □運転免許証 □旅券 □健康保険被保険者証
□個人番号カード又は住民基本台帳カード（住所記載のあるもの）
□在留カード □その他（ ）

法定代理人の資格確認 □戸籍謄本 □登記事項証明書
□その他（ ）

任意代理人の資格確認 □委任状
□その他（ ）

備 考



別記様式第４号（第５条関係）

保有個人情報開示決定通知書

第 号
年 月 日

様（殿）

徳島県公安委員会 印

年 月 日付けで請求のありました保有個人情報の開示については，個人情
報の保護に関する法律第82条第１項の規定により次のとおり開示することと決定したの
で，通知します。

１ 開示する保有個人
情報の名称等

２ 開示する保有個人
情報の利用目的

３ 開示の実施方法 □ 窓口・事務所における開示 □ 写し等の送付

４ 窓口・事 期 間 年 月 日から 年 月 日まで
務所におけ （日曜日・土曜日，祝日等を除く。）
る開示がで
きる日時及 時 間
び場所

場 所

５ 写し等の送付に要
する日数，費用等

６ 事務担当課等
電話番号

開示を受けた保有個人情報の内容が事実でないと思料するとき又は開示を受けた保有
個人情報が個人情報の保護に関する法律第98条第１項各号に規定する場合に該当すると
思料するときは，開示を受けた日から90日以内に徳島県公安委員会に対して当該保有個
人情報の訂正又は利用停止の請求をすることができます。
注 １ 指定された開示の日時が都合の悪いときは，あらかじめ事務担当課等へ連絡し

てください。
２ 本人が開示を受ける場合は，開示を受ける際，この通知書を提示するととも
に，本人であることを示す書類（運転免許証，旅券等）を提示し，又は提出して
ください。

３ 代理人が開示を受ける場合は，開示を受ける際，この通知書を提示するととも
に，代理人の運転免許証，旅券等の書類及び代理人の資格を証明する書類（戸籍
謄本等）を提示し，又は提出してください。



別記様式第５号（第５条関係）

保有個人情報部分開示決定通知書

第 号
年 月 日

様（殿）

徳島県公安委員会 印

年 月 日付けで請求のありました保有個人情報の開示については，個人情
報の保護に関する法律第82条第１項の規定により次のとおり一部を除いて開示すること
と決定したので，通知します。

１ 開示する保有個人
情報の名称等

２ 開示する保有個人
情報の利用目的

３ 開示の実施方法 □ 窓口・事務所における開示 □ 写し等の送付

４ 窓口・事務 期 間 年 月 日から 年 月 日まで
所における開 （日曜日・土曜日，祝日等を除く。）
示ができる日
時及び場所 時 間

場 所

５ 写し等の送付に要
する日数，費用等

６ 開示をしな 概 要
いこととした
部分の概要及
び理由 理 由

７ ６の理由がなくな 年 月 日
る期日

８ 事務担当課等

電話番号



この決定に不服がある場合は，行政不服審査法の規定により，この決定があったこと
を知った日の翌日から起算して３か月以内に徳島県公安委員会に対して審査請求をする
ことができます。
この決定の取消しを求める訴えを提起する場合は，行政事件訴訟法の規定により，こ
の決定があったことを知った日から６か月以内に徳島県を被告（徳島県公安委員会が被
告の代表者となります。）として提起することができます。
開示を受けた保有個人情報の内容が事実でないと思料するとき又は開示を受けた保有
個人情報が個人情報の保護に関する法律第98条第１項各号に規定する場合に該当すると
思料するときは，開示を受けた日から90日以内に徳島県公安委員会に対して当該保有個
人情報の訂正又は利用停止の請求をすることができます。
注 １ 指定された開示の日時が都合の悪いときは，あらかじめ事務担当課等へ連絡し

てください。
２ 本人が開示を受ける場合は，開示を受ける際，この通知書を提示するととも
に，本人であることを示す書類（運転免許証，旅券等）を提示し，又は提出して
ください。

３ 代理人が開示を受ける場合は，開示を受ける際，この通知書を提示するととも
に，代理人の運転免許証，旅券等の書類及び代理人の資格を証明する書類（戸籍
謄本等）を提示し，又は提出してください。

４ ７の欄は，その期日をあらかじめ明示することができる場合に限り記載してあ
ります。開示を希望する場合は，その期日以後に改めて請求してください。



別記様式第６号（第５条関係）

保有個人情報非開示決定通知書

第 号

年 月 日

様（殿）

徳島県公安委員会 印

年 月 日付けで請求のありました保有個人情報の開示については，個人情

報の保護に関する法律第82条第２項の規定により次のとおり開示をしないことと決定し

たので，通知します。

１ 開示請求に係る保

有個人情報の名称等

２ 開示をしないこと

とした理由

３ ２の理由がなくな

る期日 年 月 日

４ 事務担当課等

電話番号

この決定に不服がある場合は，行政不服審査法の規定により，この決定があったこと

を知った日の翌日から起算して３か月以内に徳島県公安委員会に対して審査請求をする

ことができます。

この決定の取消しを求める訴えを提起する場合は，行政事件訴訟法の規定により，こ

の決定があったことを知った日から６か月以内に徳島県を被告（徳島県公安委員会が被

告の代表者となります。）として提起することができます。

注 ３の欄は，その期日をあらかじめ明示することができる場合に限り記載してありま

す。開示を希望する場合は，その期日以後に改めて請求してください。



別記様式第７号（第６条関係）

保有個人情報開示決定等期限延長通知書

第 号

年 月 日

様（殿）

徳島県公安委員会 印

年 月 日付けで請求のありました保有個人情報の開示については，個人情

報の保護に関する法律第83条第２項の規定により次のとおり開示決定等の期限を延長し

たので，通知します。

１ 開示請求に係る保有

個人情報の名称等

２ 延長後の期間

日（開示決定等期限 年 月 日）

３ 延長の理由

４ 事務担当課等

電話番号



別記様式第８号（第６条関係）

保有個人情報開示決定等期限特例延長通知書

第 号

年 月 日

様（殿）

徳島県公安委員会 印

年 月 日付けで請求のありました保有個人情報の開示については，個人情

報の保護に関する法律第84条の規定により次のとおり開示決定等の期限を延長したの

で，通知します。

１ 開示請求に係る保有

個人情報の名称等

２ 法第84条の規定（開

示決定等の期限の特

例）を適用する理由

３ 保有個人情報につい 年 月 日

て開示決定等をする期 （なお， 年 月 日までに可能な部分について開

限 示決定等を行う予定です。）

４ 事務担当課等

電話番号



別記様式第９号（第７条関係）

保有個人情報開示請求事案移送書

第 号

年 月 日

様（殿）

徳島県公安委員会 印

年 月 日付けで請求のありました保有個人情報の開示については，個人情

報の保護に関する法律第85条第１項の規定により，次のとおり移送します。

１ 開示請求に係る保有

個人情報の名称等

２ 開示請求 氏名
ふりがな

者氏名等

住所又は

居所

電話番号

代理人か □法定代理人 □任意代理人

らの請求 本人の氏名：

の場合 本人の住所又は居所：

本人の電話番号：

３ 添付資料等

４ 備考



別記様式第10号（第７条関係）

保有個人情報開示請求事案移送通知書

第 号

年 月 日

様（殿）

徳島県公安委員会 印

年 月 日付けで請求のありました保有個人情報の開示については，個人情

報の保護に関する法律第85条第１項の規定により次のとおり事案を移送したので，通知

します。

なお，保有個人情報の開示決定等は，２の移送を受けた実施機関において行われま

す。

１ 開示請求に係る保有

個人情報の名称等

２ 移送を受けた実施機

関

３ 移送をした日 年 月 日

４ 移送をした理由

５ 移送をした実施機関

の事務担当課等 電話番号



別記様式第11号（第８条関係）

その１

保有個人情報の開示に関する意見照会書

第 号

年 月 日

様（殿）

徳島県公安委員会 印

あなた（貴社）に関する情報が含まれている保有個人情報について，個人情報の保護

に関する法律第77条第１項の規定による開示請求があり，当該保有個人情報について開

示決定等を行う際の参考とするため，同法第86条第１項の規定により，御意見を伺うこ

ととしました。

つきましては，当該保有個人情報を開示することにつき御意見があるときは，別紙の

意見書を提出してください。

なお，提出期限までに意見書の提出がない場合には，特に御意見がないものとして取

り扱わせていただきます。

１ 開示請求に係る保有個

人情報の名称等

２ 開示請求の年月日 年 月 日

３ 開示請求に係る保有個

人情報に含まれているあ

なた（貴社）に関する情

報の内容

４ 意見書の提出先

５ 意見書の提出期限 年 月 日



その２

保有個人情報の開示に関する意見照会書

第 号

年 月 日

様（殿）

徳島県公安委員会 印

あなた（貴社）に関する情報が含まれている保有個人情報について，個人情報の保護

に関する法律第77条第１項の規定による開示請求があり，当該保有個人情報について開

示決定を行う際の参考とするため，同法第86条第２項の規定により，御意見を伺いま

す。

つきましては，当該保有個人情報を開示することにつき御意見があるときは，別紙の

意見書を提出してください。

なお，提出期限までに意見書の提出がない場合には，特に御意見がないものとして取

り扱わせていただきます。

１ 開示請求に係る保有個

人情報の名称等

２ 開示請求の年月日 年 月 日

３ 法第86条第２項第１号 （適用区分）□第１号 □第２号

又は第２号の規定の適用 （適用理由）

区分及び適用理由

４ 開示請求に係る保有個

人情報に含まれているあ

なた（貴社）に関する情

報の内容

５ 意見書の提出先

６ 意見書の提出期限 年 月 日



別記様式第12号（第８条関係）

保有個人情報の開示に関する意見書

年 月 日

徳島県公安委員会 殿

住所

氏 名

法人その他の団体にあっては，主たる事務所の所在地

及び名称並びに代表者の氏名

年 月 日付けで照会のありました保有個人情報の開示について，次のと

おり意見を提出します。

１ 開示請求に係る保有個

人情報の名称等

２ 開示に関しての意見 □保有個人情報を開示されることについて反対しない。

□保有個人情報を開示されることについて反対する。

（1）開示されることにより支障（不利益）がある部分

（2）支障（不利益）の具体的理由

３ 連絡先

注 該当する項目の□にレ印を記入してください。



別記様式第13号（第８条関係）

反対意見書に係る保有個人情報開示決定通知書

第 号

年 月 日

様（殿）

徳島県公安委員会 印

あなた（貴社）から 年 月 日付けで「保有個人情報の開示に関する意見

書」の提出がありました保有個人情報については，次のとおり開示することと決定しま

したので，個人情報の保護に関する法律第86条第３項の規定により通知します。

１ 開示請求に係る保有

個人情報の名称等

２ 開示決定をしたあな

た（貴社）に関する情

報の内容

３ 開示することとした

理由

４ 開示決定をした日 年 月 日

５ 開示を実施する日 年 月 日

６ 事務担当課等

電話番号

この決定に不服がある場合は，行政不服審査法の規定により，この決定があったこと

を知った日の翌日から起算して３か月以内に徳島県公安委員会に対して審査請求をする

ことができます。

この決定の取消しを求める訴えを提起する場合は，行政事件訴訟法の規定により，こ

の決定があったことを知った日から６か月以内に徳島県を被告（徳島県公安委員会が被

告の代表者となります。）として提起することができます。

注 開示を実施する日までに審査請求がない場合には，あなた（貴社）に関する情報の

開示手続を行うこととさせていただきます。



別記様式第14号（第11条関係）

保有個人情報開示実施方法等申出書

年 月 日

徳島県公安委員会 殿

住所又は居所

（ふりがな）
氏 名

代理人が法人の場合にあっては，主たる事
務所の所在地及び名称並びに代表者の氏名

電話番号

個人情報の保護に関する法律第87条第３項の規定に基づき，次のとおり申出をしま

す。

１ 保有個人情報（部 年 月 日付け 第 号

分）開示決定通知書

２ 開示の実施を希望 年 月 日 午前・午後

する日

３ 求める開示の実施 閲覧 □全部

方法 □一部（ ）

複写したもの □全部

の交付 □一部（ ）

その他 □全部

（ ） □一部（ ）

４ 写し等の送付の希 □有 □無

望

注 該当する項目の□にレ印を記入してください。



別記様式第15号（第13条関係）

保有個人情報訂正請求書

年 月 日

徳島県公安委員会 殿

住所又は居所

（ふりがな）

氏名

代理人が法人の場合にあっては，主たる事

務所の所在地及び名称並びに代表者の氏名

電話番号

個人情報の保護に関する法律第91条第１項の規定により，次のとおり保有個人情報の

訂正を請求します。

１ 訂正請求に係る保有個人 年 月 日

情報の開示を受けた日

２ 訂正請求に係る保有個人 年 月 日付け 第 号

情報の開示決定通知書

３ 開示決定に基づき開示を

受けた保有個人情報の名称

等

４ 訂正請求の趣旨及び理由 （趣旨）

（理由）

５ 訂正請求者 □ 本人 □ 法定代理人 □任意代理人

６ 代理人が 本人の氏名， 氏名 （ 年 月 日生）
ふりがな

請求する場 住所等

合 住所又は



居所

電話番号

本人の状 □未成年 □成年被後見人 □任意代理

況 人委任者

注 １ 該当する項目の□にレ印を記入してください。

２ 本人が請求する場合は，請求の際，本人であることを示す書類（運転免許

証，旅券等）及び訂正の内容が事実に合致することを疎明する資料を提示し，

又は提出してください。

３ 代理人が請求する場合は，請求の際，代理人の運転免許証，旅券等の書類及

び代理人の資格を証明する書類（戸籍謄本等）並びに訂正の内容が事実に合致

することを疎明する資料を提示し，又は提出してください。

４ 代理人が法人の場合は，当該法人の代表者印を押印してください。

※次の欄は，記入しないでください。

請 求 者 の 確 認 □運転免許証 □旅券 □健康保険被保険者証
□個人番号カード又は住民基本台帳カード（住所記載のあるも
の）
□在留カード □その他（ ）

法定代理人の資格確認 □戸籍謄本 □登記事項証明書
□その他（ ）

任意代理人の資格確認 □委任状
□その他（ ）

備 考



別記様式第16号（第14条関係）

保有個人情報訂正決定通知書

第 号

年 月 日

様（殿）

徳島県公安委員会 印

年 月 日付けで請求のありました保有個人情報の訂正については，個人情

報の保護に関する法律第93条第１項の規定により次のとおり訂正することと決定したの

で，通知します。

１ 訂正請求に係る保有

個人情報の名称等

２ 訂正請求の趣旨

３ 訂正をする内容及び （内容）

理由

（理由）

４ 事務担当課等

電話番号



別記様式第17号（第14条関係）

保有個人情報非訂正決定通知書

第 号

年 月 日

様（殿）

徳島県公安委員会 印

年 月 日付けで請求のありました保有個人情報の訂正については，個人情

報の保護に関する法律第93条第２項の規定により次のとおり訂正をしないことと決定し

たので，通知します。

１ 訂正請求に係る保

有個人情報の名称等

２ 訂正をしないこと

とした理由

３ 事務担当課等

電話番号

この決定に不服がある場合は，行政不服審査法の規定により，この決定があったこと

を知った日の翌日から起算して３か月以内に徳島県公安委員会に対して審査請求をする

ことができます。

この決定の取消しを求める訴えを提起する場合は，行政事件訴訟法の規定により，こ

の決定があったことを知った日から６か月以内に徳島県を被告（徳島県公安委員会が被

告の代表者となります。）として提起することができます。



別記様式第18号（第15条関係）

保有個人情報訂正決定等期限延長通知書

第 号

年 月 日

様（殿）

徳島県公安委員会 印

年 月 日付けで請求のありました保有個人情報の訂正については，個人情

報の保護に関する法律第94条第２項の規定により次のとおり訂正決定等の期限を延長し

たので，通知します。

１ 訂正請求に係る保有

個人情報の名称等

２ 延長後の期間

日（訂正決定等期限 年 月 日）

３ 延長の理由

４ 事務担当課等

電話番号



別記様式第19号（第15条関係）

保有個人情報訂正決定等期限特例延長通知書

第 号

年 月 日

様（殿）

徳島県公安委員会 印

年 月 日付けで請求のありました保有個人情報の訂正については，個人情

報の保護に関する法律第95条の規定により次のとおり訂正決定等の期限を延長したの

で，通知します。

１ 訂正請求に係る保有

個人情報の名称等

２ 法第95条の規定（訂

正決定等の期限の特

例）を適用する理由

３ 訂正決定等をする期

限 年 月 日

４ 事務担当課等

電話番号



別記様式第20号（第16条関係）

保有個人情報訂正請求事案移送書

第 号

年 月 日

様（殿）

徳島県公安委員会 印

年 月 日付けで請求のありました保有個人情報の訂正については，個人情

報の保護に関する法律第96条第１項の規定により，次のとおり移送します。

１ 訂正請求に係る保有

個人情報の名称等

２ 訂正請求 氏名
ふりがな

者氏名等

住所又は

居所

電話番号

代理人か □法定代理人 □任意代理人

らの請求 本人の氏名：

の場合 本人の住所又は居所：

本人の電話番号：

３ 添付資料等

４ 備考



別記様式第21号（第16条関係）

保有個人情報訂正請求事案移送通知書

第 号

年 月 日

様（殿）

徳島県公安委員会 印

年 月 日付けで請求のありました保有個人情報の訂正については，個人情

報の保護に関する法律第96条第１項の規定により次のとおり事案を移送したので，通知

します。

なお，保有個人情報の訂正決定等は，２の移送を受けた実施機関において行われま

す。

１ 訂正請求に係る保有

個人情報の名称等

２ 移送を受けた実施機

関

３ 移送をした日 年 月 日

４ 移送をした理由

５ 移送をした実施機関

の事務担当課等 電話番号



別記様式第22号（第17条関係）

保有個人情報訂正実施通知書

第 号

年 月 日

様（殿）

徳島県公安委員会 印

に提供している次の保有個人情報については，個人情報の保護に関する法

律第92条の規定により訂正を実施したので，同法第97条の規定により通知します。

１ 訂正請求に係る保有

個人情報の名称等

２ 訂正請求者の氏名等 （氏名，住所等）

の保有個人情報を特定

するための情報

３ 訂正請求の趣旨

４ 訂正をする内容及び （内容）

理由

（理由）

５ 事務担当課等

電話番号



別記様式第23号（第18条関係）

保有個人情報利用停止請求書

年 月 日

徳島県公安委員会 殿

住所又は居所

（ふりがな）

氏名

代理人が法人の場合にあっては，主たる事

務所の所在地及び名称並びに代表者の氏名

電話番号

個人情報の保護に関する法律第99条第１項の規定により，次のとおり保有個人情報の

利用停止を請求します。

１ 利用停止請求に係る保有 年 月 日

個人情報の開示を受けた日

２ 利用停止請求に係る保有 年 月 日付け 第 号

個人情報の開示決定通知書

３ 開示決定に基づき開示を

受けた保有個人情報の名称

等

４ 利用停止請求の趣旨及び （趣旨）

理由 □第１号該当 → □利用の停止 □消去

□第２号該当 → 提供の停止

（理由）

５ 利用停止請求者 □ 本人 □ 法定代理人 □任意代理人

６ 代理人が 本人の氏名， 氏名 （ 年 月 日生）
ふりがな

請求する場 住所等



合 住所又は

居所

電話番号

本人の状 □未成年 □成年被後見人 □任意代理

況 人委任者

注 １ 該当する項目の□にレ印を記入してください。

２ ４の欄中「第１号該当」とは法第98条第１項第１号に掲げる場合に該当する

ことを，「第２号該当」とは法第98条第１項第２号に掲げる場合に該当するこ

とをいいます。

３ 本人が請求する場合は，請求の際，本人であることを示す書類（運転免許

証，旅券等）を提示し，又は提出してください。

４ 代理人が請求する場合は，請求の際，代理人の運転免許証，旅券等の書類及

び代理人の資格を証明する書類（戸籍謄本等）を提示し，又は提出してくださ

い。

５ 代理人が法人の場合は，当該法人の代表者印を押印してください。

※次の欄は，記入しないでください。

請 求 者 の 確 認 □運転免許証 □旅券 □健康保険被保険者証
□個人番号カード又は住民基本台帳カード（住所記載のあるも
の）
□在留カード □その他（ ）

法定代理人の資格確認 □戸籍謄本 □登記事項証明書
□その他（ ）

任意代理人の資格確認 □委任状
□その他（ ）

備 考



別記様式第24号（第19条関係）

保有個人情報利用停止決定通知書

第 号

年 月 日

様（殿）

徳島県公安委員会 印

年 月 日付けで請求のありました保有個人情報の利用停止については，個

人情報の保護に関する法律第101条第１項の規定により次のとおり利用停止をすること

と決定したので，通知します。

１ 利用停止請求に係る

保有個人情報の名称等

２ 利用停止請求の趣旨

３ 利用停止をする内容 （内容）

及び理由

（理由）

４ 事務担当課等

電話番号



別記様式第25号（第19条関係）

保有個人情報非利用停止決定通知書

第 号

年 月 日

様（殿）

徳島県公安委員会 印

年 月 日付けで請求のありました保有個人情報の利用停止については，個

人情報の保護に関する法律第101条第２項の規定により次のとおり利用停止をしないこ

とと決定したので，通知します。

１ 利用停止請求に係

る保有個人情報の名

称等

２ 利用停止をしない

こととした理由

３ 事務担当課等

電話番号

この決定に不服がある場合は，行政不服審査法の規定により，この決定があったこと

を知った日の翌日から起算して３か月以内に徳島県公安委員会に対して審査請求をする

ことができます。

この決定の取消しを求める訴えを提起する場合は，行政事件訴訟法の規定により，こ

の決定があったことを知った日から６か月以内に徳島県を被告（徳島県公安委員会が被

告の代表者となります。）として提起することができます。



別記様式第26号（第20条関係）

保有個人情報利用停止決定等期限延長通知書

第 号

年 月 日

様（殿）

徳島県公安委員会 印

年 月 日付けで請求のありました保有個人情報の利用停止については，個

人情報の保護に関する法律第102条第２項の規定により次のとおり利用停止決定等の期

限を延長したので，通知します。

１ 利用停止請求に係る

保有個人情報の名称等

２ 延長後の期間

日（利用停止決定等期限 年 月 日）

３ 延長の理由

４ 事務担当課等

電話番号



別記様式第27号（第20条関係）

保有個人情報利用停止決定等期限特例延長通知書

第 号

年 月 日

様（殿）

徳島県公安委員会 印

年 月 日付けで請求のありました保有個人情報の利用停止については，個

人情報の保護に関する法律第103条の規定により次のとおり利用停止決定等の期限を延

長したので，通知します。

１ 利用停止請求に係る

保有個人情報の名称等

２ 法第103条の規定（利

用停止決定等の期限の

特例）を適用する理由

３ 利用停止決定等をす

る期限 年 月 日

４ 事務担当課等

電話番号



徳島県公安委員会規則第５号

徳島県公安委員会公文書管理規則及び徳島県情報公開条例の施行に関する規則の一部を

改正する規則を次のように定める。

令和５年３月24日

徳島県公安委員会委員長 米 澤 和 美

徳島県公安委員会公文書管理規則及び徳島県情報公開条例の施行に関する規則の一

部を改正する規則

（徳島県公安委員会公文書管理規則の一部改正）

第１条 徳島県公安委員会公文書管理規則（平成13年徳島県公安委員会規則第13号）の一

部を次のように改正する。

第11条第６号中「徳島県個人情報保護条例（平成14年徳島県条例第43号）第14条」を

「個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号）第77条」に，「第29条」を「第

91条」に，「第36条」を「第99条」に，「同条例第20条各項，第31条各項又は第38条」

を「同法第82条各項，第93条各項又は第101条」に改める。

（徳島県情報公開条例の施行に関する規則の一部改正）

第２条 徳島県情報公開条例の施行に関する規則（平成14年徳島県公安委員会規則第２号

）の一部を次のように改正する。

第１条中「第36条」を「第33条」に改める。

附 則

（施行期日）

１ この規則は，令和５年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この規則の施行の日（以下「施行日」という。）前に徳島県個人情報保護条例（平成

14年徳島県条例第43号。以下「旧条例」という。）の規定に基づき行われた保有個人情

報の開示，訂正及び利用停止の請求に係る保有公文書の廃棄の特例については，なお従

前の例による。

３ 施行日前に旧条例の規定に基づき開示された保有個人情報について施行日以後に請求

がされた訂正及び利用停止に係る保有公文書の廃棄の特例については，なお従前の例に

よる。



徳島県警察本部告示第１号

個人情報の保護に関する法律の施行に関する規程を次のように定める。

令和５年３月24日

徳島県警察本部長 松 林 高 樹

個人情報の保護に関する法律の施行に関する規程

（趣旨）

第１条 個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号。以下「法」という。）の施

行については，個人情報の保護に関する法律施行令（平成15年政令第507号。以下「政

令」という。），個人情報の保護に関する法律施行規則（平成28年個人情報保護委員会

規則第３号）及び個人情報の保護に関する法律施行条例（令和４年徳島県条例第55号。

以下「条例」という。）に定めるもののほか，この規程の定めるところによる。

（個人情報ファイル簿）

第２条 法第75条第１項の個人情報ファイル簿は，別記様式第１号によるものとする。

（個人情報取扱事務登録簿）

第３条 条例第３条第１項の登録簿は，別記様式第２号によるものとする。

（保有個人情報開示請求書）

第４条 法第77条第１項の開示請求書は，別記様式第３号によるものとする。

（保有個人情報開示決定通知書等）

第５条 法第82条第１項に規定する書面は，保有個人情報の全部を開示するときは保有

個人情報開示決定通知書（別記様式第４号）により，保有個人情報の一部を開示する

ときは保有個人情報部分開示決定通知書（別記様式第５号）によるものとする。

２ 法第82条第２項に規定する書面は，保有個人情報非開示決定通知書（別記様式第６

号）によるものとする。

（保有個人情報開示決定等期限延長通知書等）

第６条 法第83条第２項に規定する書面は，保有個人情報開示決定等期限延長通知書（別

記様式第７号）によるものとする。

２ 法第84条に規定する書面は，保有個人情報開示決定等期限特例延長通知書（別記様

式第８号）によるものとする。

（保有個人情報開示請求事案移送書等）

第７条 法第85条第１項の規定により事案を移送するときは，保有個人情報開示請求事

案移送書（別記様式第９号）によるものとする。

２ 法第85条第１項に規定する書面は，保有個人情報開示請求事案移送通知書（別記様

式第10号）によるものとする。

（保有個人情報の開示に関する意見照会書等）

第８条 法第86条第１項及び第２項の規定による通知は，保有個人情報の開示に関する

意見照会書（別記様式第11号）により行うものとする。

２ 法第86条第１項及び第２項の意見書は，別記様式第12号によるものとする。

３ 法第86条第３項に規定する書面は，反対意見書に係る保有個人情報開示決定通知書

（別記様式第13号）によるものとする。

（保有個人情報の閲覧等）



第９条 保有個人情報の閲覧又は視聴をする者は，当該保有個人情報が記録された公文

書を丁寧に取り扱うこととし，これを改ざんし，又は汚損してはならない。

２ 警察本部長は，前項の規定に違反した者又は違反するおそれがあると認められる者

に対し，保有個人情報の閲覧又は視聴を中止させ，又は禁止することができる。

３ 保有個人情報が記録された公文書の写し（電磁的記録を複写し，又は用紙に出力し

たものを含む。）の交付は，請求１件につき１部とする。

（電磁的記録の開示方法）

第10条 法第87条第１項の規定により警察本部長が定める方法は，次の各号に掲げる電

磁的記録の区分に応じ，それぞれ当該各号に定める方法とする。

(1) ビデオテープ，録音テープその他映像又は音声を記録した電磁的記録 視聴又は

複写したものの交付

(2) 前号に掲げる電磁的記録以外のもの 用紙に出力したものの閲覧又は交付

２ 前項の規定にかかわらず，同項第２号に掲げる電磁的記録を専用機器を用いて視聴

させ，又は複写することが容易であるときは，当該電磁的記録の開示の方法は，視聴

又は複写したものの交付とすることができる。

（開示の実施の方法等の申出）

第11条 法第87条第３項の規定による申出は，保有個人情報開示実施方法等申出書（別

記様式第14号）により行うものとする。

（口頭による開示手続）

第12条 警察本部長は，条例第５条第１項の規定により口頭による開示を求めることが

できる保有個人情報を定めたときは，当該保有個人情報の項目並びに口頭により開示

を求めることができる期間及び場所を告示するものとする。

２ 条例第５条第１項の規定により口頭による開示を求めようとする者は，政令第22条

第１項第１号に定める書類の提示又は提出その他警察本部長が適当と認める方法によ

り，自己が当該求めに係る保有個人情報の本人であることを示さなければならない。

３ 条例第５条第３項の警察本部長が定める方法は，閲覧又は口頭による開示とする。

（保有個人情報訂正請求書）

第13条 法第91条第１項の訂正請求書は，別記様式第15号によるものとする。

（保有個人情報訂正決定通知書等）

第14条 法第93条第１項に規定する書面は，保有個人情報訂正決定通知書（別記様式第

16号）によるものとする。

２ 法第93条第２項に規定する書面は，保有個人情報非訂正決定通知書（別記様式第17

号）によるものとする。

（保有個人情報訂正決定等期限延長通知書等）

第15条 法第94条第２項に規定する書面は，保有個人情報訂正決定等期限延長通知書（別

記様式第18号）によるものとする。

２ 法第95条に規定する書面は，保有個人情報訂正決定等期限特例延長通知書（別記様

式19号）によるものとする。

（保有個人情報訂正請求事案移送書等）

第16条 法第96条第１項の規定により事案を移送するときは，保有個人情報訂正請求事



案移送書（別記様式第20号）によるものとする。

２ 法第96条第１項に規定する書面は，保有個人情報訂正請求事案移送通知書（別記様

式第21号）によるものとする。

（保有個人情報訂正実施通知書）

第17条 法第97条に規定する書面は，保有個人情報訂正実施通知書（別記様式第22号）

によるものとする。

（保有個人情報利用停止請求書）

第18条 法第99条第１項の利用停止請求書は，別記様式第23号によるものとする。

（保有個人情報利用停止決定通知書等）

第19条 法第101条第１項に規定する書面は，保有個人情報利用停止決定通知書（別記様

式第24号）によるものとする。

２ 法第101条第２項に規定する書面は，保有個人情報非利用停止決定通知書（別記様式

第25号）によるものとする。

（保有個人情報利用停止決定等期限延長通知書等）

第20条 法第102条第２項に規定する書面は，保有個人情報利用停止決定等期限延長通知

書（別記様式第26号）によるものとする。

２ 法第103条に規定する書面は，保有個人情報利用停止決定等期限特例延長通知書（別

記様式第27号）によるものとする。

（手数料の納付の時期及び方法）

第21条 条例第８条第１項及び第２項の手数料は，法第115条（法第118条第２項におい

て準用する場合を含む。）の規定による行政機関等匿名加工情報の利用に関する契約で

定める納付期限までに，納入通知書，現金又は小切手等（小切手その他金銭の支払を

目的とする有価証券であって別に定めるものをいう。）により，納付しなければならな

い。

附 則

（施行期日）

１ この告示は，令和５年４月１日から施行する。

（徳島県個人情報保護条例の施行に関する規程の廃止）

２ 徳島県個人情報保護条例の施行に関する規程（平成18年徳島県警察本部告示第１号。

以下「旧告示」という。）は，廃止する。

（経過措置）

３ この告示の様式に相当する旧告示に定める様式による用紙は，当分の間，所要の調

整をして使用することができるものとする。



別記様式第１号（第２条関係）

個人情報ファイル簿

作成年月日（修正した場合にあ

っては直近の修正年月日）

個人情報ファイルの名称

実施機関等の名称

個人情報ファイルが利用に供さ

れる事務をつかさどる組織の名

称

個人情報ファイルの利用目的

記録項目

記録範囲

記録情報の収集方法

要配慮個人情報 □含まれる □含まれない

記録情報の経常的提供先

開示請求等を受理する組織の名 （名称）

称及び所在地

（所在地）

訂正及び利用停止に関する他の

法令の規定による特別の手続等

個人情報ファイルの種別 □法第60条第２項第１号 □法第60条第２項第２号

（電算処理ファイル） （マニュアル処理ファ

イル）

政令第21条第７項に該当す

るファイル

□有 □無

行政機関等匿名加工情報の提案 □該当する □該当しない

の募集をする個人情報ファイル

行政機関等匿名加工情報の提案 （名称）



を受ける組織の名称及び所在地

（所在地）

行政機関等匿名加工情報の概要 （行政機関等匿名加工情報の本人の数）

（行政機関等匿名加工情報に含まれる情報の項目）

作成された行政機関等匿名加工 （名称）

情報に関する提案を受ける組織

の名称及び所在地 （所在地）

作成された行政機関等匿名加工

情報に関する提案をすることが

できる期間

備考



別記様式第２号（第３条関係）
その１

個人情報取扱事務登録簿

登録年月日 年 月 日 変更年月日 年 月 日

個人情報取扱事務の区分 □ 共通 □ 県本部主管課・警察署共通 □ 警察署共通 □ 固有

個人情報取扱事務を 登録
所管する組織の名称

保有

個人情報取扱事務の名称

個人情報取扱事務の目的

根拠法令等

個人情報の対象者の範囲

基本的事項 □個人識別符号 □氏名 □性別 □生年月日・年齢
□住所・電話番号 □国籍・本籍(都道府県名のみ) □その他（ ）

家 庭 生 活 □家族状況 □親族関係 □婚姻歴
□その他（ ）

個
人 社 会 生 活 □職業・職歴 □学業・学歴 □資格・免許 □賞罰 □成績・評価
情 □その他（ ）
報
の 財 産 収 入 □資産状況 □収入・所得 □納税状況 □公的扶助 □取引状況
記 □その他（ ）
録
項 □人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴
目 要配慮個人 □犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □健康診断等の結果

情報 □医師等による指導・診療・調剤 □刑事事件に関する手続
□少年の保護事件に関する手続

そ の 他 □意見・要望 □相談内容 □趣味・し好
□その他（ ）

□ 本人 □ 本人以外

個 人 情 報 の 収 集 先 本人以外 □実施機関内部
の区分 □他の実施機関 □他の官公庁 □私人・民間団体

□刊行物等 □その他（ ）

個人情報（個人関連情報を □実施機関内部
含む。）の利用又は提供先 □他の実施機関 □他の官公庁 □私人・民間団体 □その他（ ）

個人情報を取扱う業務に従 □ 職員 □ 業務委託を受けた者 □ 再委託を受けた者
事する者 □ 指定管理者 □ 約款による外部サービス提供者 □その他（ ）

個人情報が取扱われる場所 □実施機関の庁舎内 □県内 □国内 □外国

個人情報の取得及び保有の 年間の取得件数（ ）
状況 保有期間（ ）

個人情報ファイル簿の有無 □ 有 □ 無

備 考

注 この様式は，個人情報取扱事務（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に
関する法律（平成25年法律第27号）第２条第９項に規定する特定個人情報ファイルを取り扱う事務
を除く。）について登録する場合に使用すること。



その２
個人情報取扱事務登録簿（特定個人情報ファイル用）

登録年月日 年 月 日 変更年月日 年 月 日

個人情報取扱事務の区分 □共通 □ 県本部主管課・警察署共通 □ 警察署共通 □固有

個人情報取扱事務を 登 録
所管する組織の名称

保 有

個人情報取扱事務の名称

特定個人情報ファイルの名称

個人情報取扱事務の目的

根 拠 法 令 等

特定個人情報の対象者の範囲

□個人番号 □個人番号対応符号 □個人識別符号（個人番号を除く。）
基本的事項 □氏名 □性別 □生年月日・年齢 □住所・電話番号

□国籍・本籍（都道府県名のみ） □その他（ ）
特
定 家 庭 生 活 □家族状況 □親族関係 □婚姻歴 □その他（ ）
個
人 社 会 生 活 □職業・職歴 □学業・学歴 □資格・免許 □賞罰 □成績・評価
情 □その他（ ）
報
の 財 産 収 入 □資産状況 □収入・所得 □納税状況 □公的扶助 □取引状況
記 □その他（ ）
録
項 □人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴
目 要配慮個人 □犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □健康診断等の結果

情報 □医師等による指導・診療・調剤 □刑事事件に関する手続
□少年の保護事件に関する手続

そ の 他 □意見・要望 □相談内容 □趣味・し好 □その他（ ）

□本人又は本人の代理人 □実施機関内部 □他の実施機関
収 集 先 □行政機関・独立行政法人等 □地方公共団体・地方独立行政法人

□事業者 □その他（ ）

特定個人情報の □紙 □電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）
収 集 の 状 況 収 集 方 法 □フラッシュメモリ □電子メール □専用線

□庁内連携システム □情報提供ネットワークシステム
□その他（ ）

根拠法令等

提 供 又 は □本人又は本人の代理人 □実施機関内部 □他の実施機関
移 転 先 □行政機関・独立行政法人等 □地方公共団体・地方独立行政法人

□事業者 □その他（ ）
特定個人情報の
提 供 又 は □紙 □電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）
移 転 の 状 況 提 供 又 は □フラッシュメモリ □電子メール □専用線

移 転 方 法 □庁内連携システム □情報提供ネットワークシステム
□その他（ ）

根拠法令等

特定個人情報ファイルを取り扱う事務の委託又は指定管理者による管理の有無 □ 有 □ 無

備 考

注 この様式は，個人情報取扱事務（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に
関する法律（平成25年法律第27号）第２条第９項に規定する特定個人情報ファイルを取り扱う事務
に限る。）について登録する場合に使用すること。



別記様式第３号（第４条関係）

保有個人情報開示請求書

年 月 日

徳島県警察本部長 殿

住所又は居所

（ふりがな）
氏 名

代理人が法人の場合にあっては，主たる事
務所の所在地及び名称並びに代表者の氏名

電話番号

個人情報の保護に関する法律第77条第１項の規定により，次のとおり保有個人情報の開示を請求

します。

１ 開示を請求する保有個人

情報の名称等

当該保有個人情報が特定で

きるよう具体的に記入して

ください。

２ 開示の実施方法 (1) 窓口・事務所における開示

希望する開示の実施方法の ア 開示の方法

番号を○で囲んでくださ (ｱ)文書及び図画の場合

い。 □閲覧 □写しの交付

(ｲ)電磁的記録の場合

□用紙に出力したものの閲覧

□用紙に出力したものの交付

□専用機器により再生したものの視聴

□複写したものの交付

イ 開示の実施を希望する日 年 月 日

(2) 写し，用紙に出力したもの又は複写したものの送付

３ 開示請求者 □本人 □法定代理人 □任意代理人

４ 代理人が請求 本人の氏 氏名 （ 年 月 日生）
ふりがな

する場合 名，住所

等 住所又は居

所

電話番号

本人の状況 □未成年 □成年被後見人 □任意代理人委任者

注 １ 該当する項目の□にレ印を記入してください。

２ 本人が請求する場合は，請求の際，本人であることを示す書類（運転免許証，旅券等）を

提示し，又は提出してください。

３ 代理人が請求する場合は，請求の際，代理人の運転免許証，旅券等の書類及び代理人の資

格を証明する書類（戸籍謄本等）を提示し，又は提出してください。

４ 代理人が法人の場合は，当該法人の代表者印を押印してください。



※次の欄は，記入しないでください。

請 求 者 の 確 認 □運転免許証 □旅券 □健康保険被保険者証
□個人番号カード又は住民基本台帳カード（住所記載のあるもの）
□在留カード □その他（ ）

法定代理人の資格確認 □戸籍謄本 □登記事項証明書
□その他（ ）

任意代理人の資格確認 □委任状
□その他（ ）

備 考



別記様式第４号（第５条関係）

保有個人情報開示決定通知書

第 号
年 月 日

様（殿）

徳島県警察本部長 印

年 月 日付けで請求のありました保有個人情報の開示については，個人情
報の保護に関する法律第82条第１項の規定により次のとおり開示することと決定したの
で，通知します。

１ 開示する保有個人
情報の名称等

２ 開示する保有個人
情報の利用目的

３ 開示の実施方法 □ 窓口・事務所における開示 □ 写し等の送付

４ 窓口・事 期 間 年 月 日から 年 月 日まで
務所におけ （日曜日・土曜日，祝日等を除く。）
る開示がで
きる日時及 時 間
び場所

場 所

５ 写し等の送付に要
する日数，費用等

６ 事務担当課等
電話番号

開示を受けた保有個人情報の内容が事実でないと思料するとき又は開示を受けた保有
個人情報が個人情報の保護に関する法律第98条第１項各号に規定する場合に該当すると
思料するときは，開示を受けた日から90日以内に徳島県警察本部長に対して当該保有個
人情報の訂正又は利用停止の請求をすることができます。
注 １ 指定された開示の日時が都合の悪いときは，あらかじめ事務担当課等へ連絡し

てください。
２ 本人が開示を受ける場合は，開示を受ける際，この通知書を提示するととも
に，本人であることを示す書類（運転免許証，旅券等）を提示し，又は提出して
ください。

３ 代理人が開示を受ける場合は，開示を受ける際，この通知書を提示するととも
に，代理人の運転免許証，旅券等の書類及び代理人の資格を証明する書類（戸籍
謄本等）を提示し，又は提出してください。



別記様式第５号（第５条関係）

保有個人情報部分開示決定通知書

第 号
年 月 日

様（殿）

徳島県警察本部長 印

年 月 日付けで請求のありました保有個人情報の開示については，個人情
報の保護に関する法律第82条第１項の規定により次のとおり一部を除いて開示すること
と決定したので，通知します。

１ 開示する保有個人
情報の名称等

２ 開示する保有個人
情報の利用目的

３ 開示の実施方法 □ 窓口・事務所における開示 □ 写し等の送付

４ 窓口・事務 期 間 年 月 日から 年 月 日まで
所における開 （日曜日・土曜日，祝日等を除く。）
示ができる日
時及び場所 時 間

場 所

５ 写し等の送付に要
する日数，費用等

６ 開示をしな 概 要
いこととした
部分の概要及
び理由 理 由

７ ６の理由がなくな 年 月 日
る期日

８ 事務担当課等

電話番号



この決定に不服がある場合は，行政不服審査法の規定により，この決定があったこと
を知った日の翌日から起算して３か月以内に徳島県公安委員会に対して審査請求をする
ことができます。
この決定の取消しを求める訴えを提起する場合は，行政事件訴訟法の規定により，こ
の決定があったことを知った日から６か月以内に徳島県を被告（徳島県公安委員会が被
告の代表者となります。）として提起することができます。
開示を受けた保有個人情報の内容が事実でないと思料するとき又は開示を受けた保有
個人情報が個人情報の保護に関する法律第98条第１項各号に規定する場合に該当すると
思料するときは，開示を受けた日から90日以内に徳島県警察本部長に対して当該保有個
人情報の訂正又は利用停止の請求をすることができます。
注 １ 指定された開示の日時が都合の悪いときは，あらかじめ事務担当課等へ連絡し

てください。
２ 本人が開示を受ける場合は，開示を受ける際，この通知書を提示するととも
に，本人であることを示す書類（運転免許証，旅券等）を提示し，又は提出して
ください。

３ 代理人が開示を受ける場合は，開示を受ける際，この通知書を提示するととも
に，代理人の運転免許証，旅券等の書類及び代理人の資格を証明する書類（戸籍
謄本等）を提示し，又は提出してください。

４ ７の欄は，その期日をあらかじめ明示することができる場合に限り記載してあ
ります。開示を希望する場合は，その期日以後に改めて請求してください。



別記様式第６号（第５条関係）

保有個人情報非開示決定通知書

第 号

年 月 日

様（殿）

徳島県警察本部長 印

年 月 日付けで請求のありました保有個人情報の開示については，個人情

報の保護に関する法律第82条第２項の規定により次のとおり開示をしないことと決定し

たので，通知します。

１ 開示請求に係る保

有個人情報の名称等

２ 開示をしないこと

とした理由

３ ２の理由がなくな

る期日 年 月 日

４ 事務担当課等

電話番号

この決定に不服がある場合は，行政不服審査法の規定により，この決定があったこと

を知った日の翌日から起算して３か月以内に徳島県公安委員会に対して審査請求をする

ことができます。

この決定の取消しを求める訴えを提起する場合は，行政事件訴訟法の規定により，こ

の決定があったことを知った日から６か月以内に徳島県を被告（徳島県公安委員会が被

告の代表者となります。）として提起することができます。

注 ３の欄は，その期日をあらかじめ明示することができる場合に限り記載してありま

す。開示を希望する場合は，その期日以後に改めて請求してください。



別記様式第７号（第６条関係）

保有個人情報開示決定等期限延長通知書

第 号

年 月 日

様（殿）

徳島県警察本部長 印

年 月 日付けで請求のありました保有個人情報の開示については，個人情

報の保護に関する法律第83条第２項の規定により次のとおり開示決定等の期限を延長し

たので，通知します。

１ 開示請求に係る保有

個人情報の名称等

２ 延長後の期間

日（開示決定等期限 年 月 日）

３ 延長の理由

４ 事務担当課等

電話番号



別記様式第８号（第６条関係）

保有個人情報開示決定等期限特例延長通知書

第 号

年 月 日

様（殿）

徳島県警察本部長 印

年 月 日付けで請求のありました保有個人情報の開示については，個人情

報の保護に関する法律第84条の規定により次のとおり開示決定等の期限を延長したの

で，通知します。

１ 開示請求に係る保有

個人情報の名称等

２ 法第84条の規定（開

示決定等の期限の特

例）を適用する理由

３ 保有個人情報につい 年 月 日

て開示決定等をする期 （なお， 年 月 日までに可能な部分について開

限 示決定等を行う予定です。）

４ 事務担当課等

電話番号



別記様式第９号（第７条関係）

保有個人情報開示請求事案移送書

第 号

年 月 日

様（殿）

徳島県警察本部長 印

年 月 日付けで請求のありました保有個人情報の開示については，個人情

報の保護に関する法律第85条第１項の規定により，次のとおり移送します。

１ 開示請求に係る保有

個人情報の名称等

２ 開示請求 氏名
ふりがな

者氏名等

住所又は

居所

電話番号

代理人か □法定代理人 □任意代理人

らの請求 本人の氏名：

の場合 本人の住所又は居所：

本人の電話番号：

３ 添付資料等

４ 備考



別記様式第10号（第７条関係）

保有個人情報開示請求事案移送通知書

第 号

年 月 日

様（殿）

徳島県警察本部長 印

年 月 日付けで請求のありました保有個人情報の開示については，個人情

報の保護に関する法律第85条第１項の規定により次のとおり事案を移送したので，通知

します。

なお，保有個人情報の開示決定等は，２の移送を受けた実施機関において行われま

す。

１ 開示請求に係る保有

個人情報の名称等

２ 移送を受けた実施機

関

３ 移送をした日 年 月 日

４ 移送をした理由

５ 移送をした実施機関

の事務担当課等 電話番号



別記様式第11号（第８条関係）

その１

保有個人情報の開示に関する意見照会書

第 号

年 月 日

様（殿）

徳島県警察本部長 印

あなた（貴社）に関する情報が含まれている保有個人情報について，個人情報の保護

に関する法律第77条第１項の規定による開示請求があり，当該保有個人情報について開

示決定等を行う際の参考とするため，同法第86条第１項の規定により，御意見を伺うこ

ととしました。

つきましては，当該保有個人情報を開示することにつき御意見があるときは，別紙の

意見書を提出してください。

なお，提出期限までに意見書の提出がない場合には，特に御意見がないものとして取

り扱わせていただきます。

１ 開示請求に係る保有個

人情報の名称等

２ 開示請求の年月日 年 月 日

３ 開示請求に係る保有個

人情報に含まれているあ

なた（貴社）に関する情

報の内容

４ 意見書の提出先

５ 意見書の提出期限 年 月 日



その２

保有個人情報の開示に関する意見照会書

第 号

年 月 日

様（殿）

徳島県警察本部長 印

あなた（貴社）に関する情報が含まれている保有個人情報について，個人情報の保護

に関する法律第77条第１項の規定による開示請求があり，当該保有個人情報について開

示決定を行う際の参考とするため，同法第86条第２項の規定により，御意見を伺いま

す。

つきましては，当該保有個人情報を開示することにつき御意見があるときは，別紙の

意見書を提出してください。

なお，提出期限までに意見書の提出がない場合には，特に御意見がないものとして取

り扱わせていただきます。

１ 開示請求に係る保有個

人情報の名称等

２ 開示請求の年月日 年 月 日

３ 法第86条第２項第１号 （適用区分）□第１号 □第２号

又は第２号の規定の適用 （適用理由）

区分及び適用理由

４ 開示請求に係る保有個

人情報に含まれているあ

なた（貴社）に関する情

報の内容

５ 意見書の提出先

６ 意見書の提出期限 年 月 日



別記様式第12号（第８条関係）

保有個人情報の開示に関する意見書

年 月 日

徳島県警察本部長 殿

住所

氏 名

法人その他の団体にあっては，主たる事務所の所在地

及び名称並びに代表者の氏名

年 月 日付けで照会のありました保有個人情報の開示について，次のと

おり意見を提出します。

１ 開示請求に係る保有個

人情報の名称等

２ 開示に関しての意見 □保有個人情報を開示されることについて反対しない。

□保有個人情報を開示されることについて反対する。

（1）開示されることにより支障（不利益）がある部分

（2）支障（不利益）の具体的理由

３ 連絡先

注 該当する項目の□にレ印を記入してください。



別記様式第13号（第８条関係）

反対意見書に係る保有個人情報開示決定通知書

第 号

年 月 日

様（殿）

徳島県警察本部長 印

あなた（貴社）から 年 月 日付けで「保有個人情報の開示に関する意見

書」の提出がありました保有個人情報については，次のとおり開示することと決定しま

したので，個人情報の保護に関する法律第86条第３項の規定により通知します。

１ 開示請求に係る保有

個人情報の名称等

２ 開示決定をしたあな

た（貴社）に関する情

報の内容

３ 開示することとした

理由

４ 開示決定をした日 年 月 日

５ 開示を実施する日 年 月 日

６ 事務担当課等

電話番号

この決定に不服がある場合は，行政不服審査法の規定により，この決定があったこと

を知った日の翌日から起算して３か月以内に徳島県公安委員会に対して審査請求をする

ことができます。

この決定の取消しを求める訴えを提起する場合は，行政事件訴訟法の規定により，こ

の決定があったことを知った日から６か月以内に徳島県を被告（徳島県公安委員会が被

告の代表者となります。）として提起することができます。

注 開示を実施する日までに審査請求がない場合には，あなた（貴社）に関する情報の

開示手続を行うこととさせていただきます。



別記様式第14号（第11条関係）

保有個人情報開示実施方法等申出書

年 月 日

徳島県警察本部長 殿

住所又は居所

（ふりがな）
氏 名

代理人が法人の場合にあっては，主たる事
務所の所在地及び名称並びに代表者の氏名

電話番号

個人情報の保護に関する法律第87条第３項の規定に基づき，次のとおり申出をしま

す。

１ 保有個人情報（部 年 月 日付け 第 号

分）開示決定通知書

２ 開示の実施を希望 年 月 日 午前・午後

する日

３ 求める開示の実施 閲覧 □全部

方法 □一部（ ）

複写したもの □全部

の交付 □一部（ ）

その他 □全部

（ ） □一部（ ）

４ 写し等の送付の希 □有 □無

望

注 該当する項目の□にレ印を記入してください。



別記様式第15号（第13条関係）

保有個人情報訂正請求書

年 月 日

徳島県警察本部長 殿

住所又は居所

（ふりがな）

氏名

代理人が法人の場合にあっては，主たる事

務所の所在地及び名称並びに代表者の氏名

電話番号

個人情報の保護に関する法律第91条第１項の規定により，次のとおり保有個人情報の

訂正を請求します。

１ 訂正請求に係る保有個人 年 月 日

情報の開示を受けた日

２ 訂正請求に係る保有個人 年 月 日付け 第 号

情報の開示決定通知書

３ 開示決定に基づき開示を

受けた保有個人情報の名称

等

４ 訂正請求の趣旨及び理由 （趣旨）

（理由）

５ 訂正請求者 □ 本人 □ 法定代理人 □任意代理人

６ 代理人が 本人の氏名， 氏名 （ 年 月 日生）
ふりがな

請求する場 住所等

合 住所又は



居所

電話番号

本人の状 □未成年 □成年被後見人 □任意代理

況 人委任者

注 １ 該当する項目の□にレ印を記入してください。

２ 本人が請求する場合は，請求の際，本人であることを示す書類（運転免許

証，旅券等）及び訂正の内容が事実に合致することを疎明する資料を提示し，

又は提出してください。

３ 代理人が請求する場合は，請求の際，代理人の運転免許証，旅券等の書類及

び代理人の資格を証明する書類（戸籍謄本等）並びに訂正の内容が事実に合致

することを疎明する資料を提示し，又は提出してください。

４ 代理人が法人の場合は，当該法人の代表者印を押印してください。

※次の欄は，記入しないでください。

請 求 者 の 確 認 □運転免許証 □旅券 □健康保険被保険者証
□個人番号カード又は住民基本台帳カード（住所記載のあるも
の）
□在留カード □その他（ ）

法定代理人の資格確認 □戸籍謄本 □登記事項証明書
□その他（ ）

任意代理人の資格確認 □委任状
□その他（ ）

備 考



別記様式第16号（第14条関係）

保有個人情報訂正決定通知書

第 号

年 月 日

様（殿）

徳島県警察本部長 印

年 月 日付けで請求のありました保有個人情報の訂正については，個人情

報の保護に関する法律第93条第１項の規定により次のとおり訂正することと決定したの

で，通知します。

１ 訂正請求に係る保有

個人情報の名称等

２ 訂正請求の趣旨

３ 訂正をする内容及び （内容）

理由

（理由）

４ 事務担当課等

電話番号



別記様式第17号（第14条関係）

保有個人情報非訂正決定通知書

第 号

年 月 日

様（殿）

徳島県警察本部長 印

年 月 日付けで請求のありました保有個人情報の訂正については，個人情

報の保護に関する法律第93条第２項の規定により次のとおり訂正をしないことと決定し

たので，通知します。

１ 訂正請求に係る保

有個人情報の名称等

２ 訂正をしないこと

とした理由

３ 事務担当課等

電話番号

この決定に不服がある場合は，行政不服審査法の規定により，この決定があったこと

を知った日の翌日から起算して３か月以内に徳島県公安委員会に対して審査請求をする

ことができます。

この決定の取消しを求める訴えを提起する場合は，行政事件訴訟法の規定により，こ

の決定があったことを知った日から６か月以内に徳島県を被告（徳島県公安委員会が被

告の代表者となります。）として提起することができます。



別記様式第18号（第15条関係）

保有個人情報訂正決定等期限延長通知書

第 号

年 月 日

様（殿）

徳島県警察本部長 印

年 月 日付けで請求のありました保有個人情報の訂正については，個人情

報の保護に関する法律第94条第２項の規定により次のとおり訂正決定等の期限を延長し

たので，通知します。

１ 訂正請求に係る保有

個人情報の名称等

２ 延長後の期間

日（訂正決定等期限 年 月 日）

３ 延長の理由

４ 事務担当課等

電話番号



別記様式第19号（第15条関係）

保有個人情報訂正決定等期限特例延長通知書

第 号

年 月 日

様（殿）

徳島県警察本部長 印

年 月 日付けで請求のありました保有個人情報の訂正については，個人情

報の保護に関する法律第95条の規定により次のとおり訂正決定等の期限を延長したの

で，通知します。

１ 訂正請求に係る保有

個人情報の名称等

２ 法第95条の規定（訂

正決定等の期限の特

例）を適用する理由

３ 訂正決定等をする期

限 年 月 日

４ 事務担当課等

電話番号



別記様式第20号（第16条関係）

保有個人情報訂正請求事案移送書

第 号

年 月 日

様（殿）

徳島県警察本部長 印

年 月 日付けで請求のありました保有個人情報の訂正については，個人情

報の保護に関する法律第96条第１項の規定により，次のとおり移送します。

１ 訂正請求に係る保有

個人情報の名称等

２ 訂正請求 氏名
ふりがな

者氏名等

住所又は

居所

電話番号

代理人か □法定代理人 □任意代理人

らの請求 本人の氏名：

の場合 本人の住所又は居所：

本人の電話番号：

３ 添付資料等

４ 備考



別記様式第21号（第16条関係）

保有個人情報訂正請求事案移送通知書

第 号

年 月 日

様（殿）

徳島県警察本部長 印

年 月 日付けで請求のありました保有個人情報の訂正については，個人情

報の保護に関する法律第96条第１項の規定により次のとおり事案を移送したので，通知

します。

なお，保有個人情報の訂正決定等は，２の移送を受けた実施機関において行われま

す。

１ 訂正請求に係る保有

個人情報の名称等

２ 移送を受けた実施機

関

３ 移送をした日 年 月 日

４ 移送をした理由

５ 移送をした実施機関

の事務担当課等 電話番号



別記様式第22号（第17条関係）

保有個人情報訂正実施通知書

第 号

年 月 日

様（殿）

徳島県警察本部長 印

に提供している次の保有個人情報については，個人情報の保護に関する法

律第92条の規定により訂正を実施したので，同法第97条の規定により通知します。

１ 訂正請求に係る保有

個人情報の名称等

２ 訂正請求者の氏名等 （氏名，住所等）

の保有個人情報を特定

するための情報

３ 訂正請求の趣旨

４ 訂正をする内容及び （内容）

理由

（理由）

５ 事務担当課等

電話番号



別記様式第23号（第18条関係）

保有個人情報利用停止請求書

年 月 日

徳島県警察本部長 殿

住所又は居所

（ふりがな）

氏名

代理人が法人の場合にあっては，主たる事

務所の所在地及び名称並びに代表者の氏名

電話番号

個人情報の保護に関する法律第99条第１項の規定により，次のとおり保有個人情報の

利用停止を請求します。

１ 利用停止請求に係る保有 年 月 日

個人情報の開示を受けた日

２ 利用停止請求に係る保有 年 月 日付け 第 号

個人情報の開示決定通知書

３ 開示決定に基づき開示を

受けた保有個人情報の名称

等

４ 利用停止請求の趣旨及び （趣旨）

理由 □第１号該当 → □利用の停止 □消去

□第２号該当 → 提供の停止

（理由）

５ 利用停止請求者 □ 本人 □ 法定代理人 □任意代理人

６ 代理人が 本人の氏名， 氏名 （ 年 月 日生）
ふりがな

請求する場 住所等



合 住所又は

居所

電話番号

本人の状 □未成年 □成年被後見人 □任意代理

況 人委任者

注 １ 該当する項目の□にレ印を記入してください。

２ ４の欄中「第１号該当」とは法第98条第１項第１号に掲げる場合に該当する

ことを，「第２号該当」とは法第98条第１項第２号に掲げる場合に該当するこ

とをいいます。

３ 本人が請求する場合は，請求の際，本人であることを示す書類（運転免許

証，旅券等）を提示し，又は提出してください。

４ 代理人が請求する場合は，請求の際，代理人の運転免許証，旅券等の書類及

び代理人の資格を証明する書類（戸籍謄本等）を提示し，又は提出してくださ

い。

５ 代理人が法人の場合は，当該法人の代表者印を押印してください。

※次の欄は，記入しないでください。

請 求 者 の 確 認 □運転免許証 □旅券 □健康保険被保険者証
□個人番号カード又は住民基本台帳カード（住所記載のあるも
の）
□在留カード □その他（ ）

法定代理人の資格確認 □戸籍謄本 □登記事項証明書
□その他（ ）

任意代理人の資格確認 □委任状
□その他（ ）

備 考



別記様式第24号（第19条関係）

保有個人情報利用停止決定通知書

第 号

年 月 日

様（殿）

徳島県警察本部長 印

年 月 日付けで請求のありました保有個人情報の利用停止については，個

人情報の保護に関する法律第101条第１項の規定により次のとおり利用停止をすること

と決定したので，通知します。

１ 利用停止請求に係る

保有個人情報の名称等

２ 利用停止請求の趣旨

３ 利用停止をする内容 （内容）

及び理由

（理由）

４ 事務担当課等

電話番号



別記様式第25号（第19条関係）

保有個人情報非利用停止決定通知書

第 号

年 月 日

様（殿）

徳島県警察本部長 印

年 月 日付けで請求のありました保有個人情報の利用停止については，個

人情報の保護に関する法律第101条第２項の規定により次のとおり利用停止をしないこ

とと決定したので，通知します。

１ 利用停止請求に係

る保有個人情報の名

称等

２ 利用停止をしない

こととした理由

３ 事務担当課等

電話番号

この決定に不服がある場合は，行政不服審査法の規定により，この決定があったこと

を知った日の翌日から起算して３か月以内に徳島県公安委員会に対して審査請求をする

ことができます。

この決定の取消しを求める訴えを提起する場合は，行政事件訴訟法の規定により，こ

の決定があったことを知った日から６か月以内に徳島県を被告（徳島県公安委員会が被

告の代表者となります。）として提起することができます。



別記様式第26号（第20条関係）

保有個人情報利用停止決定等期限延長通知書

第 号

年 月 日

様（殿）

徳島県警察本部長 印

年 月 日付けで請求のありました保有個人情報の利用停止については，個

人情報の保護に関する法律第102条第２項の規定により次のとおり利用停止決定等の期

限を延長したので，通知します。

１ 利用停止請求に係る

保有個人情報の名称等

２ 延長後の期間

日（利用停止決定等期限 年 月 日）

３ 延長の理由

４ 事務担当課等

電話番号



別記様式第27号（第20条関係）

保有個人情報利用停止決定等期限特例延長通知書

第 号

年 月 日

様（殿）

徳島県警察本部長 印

年 月 日付けで請求のありました保有個人情報の利用停止については，個

人情報の保護に関する法律第103条の規定により次のとおり利用停止決定等の期限を延

長したので，通知します。

１ 利用停止請求に係る

保有個人情報の名称等

２ 法第103条の規定（利

用停止決定等の期限の

特例）を適用する理由

３ 利用停止決定等をす

る期限 年 月 日

４ 事務担当課等

電話番号



徳島県警察本部告示第２号

徳島県情報公開条例の施行に関する規程の一部を改正する規程を次のように定める。

令和５年３月24日

徳島県警察本部長 松 林 高 樹

徳島県情報公開条例の施行に関する規程の一部を改正する規程

徳島県情報公開条例の施行に関する規程（平成18年徳島県警察本部告示第２号）の一部

を次のように改正する。

第１条中「第36条」を「第33条」に改める。

附 則

この告示は，令和５年４月１日から施行する。



徳島県警察本部告示第３号

個人情報の保護に関する法律施行条例（令和４年徳島県条例第55号）第５条第１項の規

定に基づき，口頭により開示を求めることができる保有個人情報を次のように定める。

令和５年３月24日

徳島県警察本部長 松 林 高 樹

口頭により開示を求めることができる保有個人情報

の項目 口頭により開示を求 口頭により開示を

めることができる期 求めることができ

試験等の名称
試験等に係る保有個人情 間 る場所

報の内容

警察本部長が実施する警 総合得点，試験種目別得 考査の結果を通知す 情報発信課情報公

察職員採用者を決定する 点及び総合順位 る文書の発出日の翌 開室

ための考査 日から１月間

警備員指導教育責任者講 筆記試験の得点 合格発表の日から１ 情報発信課情報公

習の修了考査 月間 開室

警備員等の検定 学科試験及び実技試験の 合格発表の日から１ 検定を受けた場所

得点 月間 （合格発表の日に

限る。）又は情報

発信課情報公開室

警備員等の検定合格者審 学科試験及び実技試験の 合格発表の日から１ 審査を受けた場所

査 得点 月間 （合格発表の日に

限る。）又は情報

発信課情報公開室

猟銃等講習会の考査 筆記試験の得点 合格発表の日から１ 考査を受けた場所

月間 （合格発表の日に

限る。）又は情報

発信課情報公開室

年少射撃資格講習会の考 筆記試験の得点 合格発表の日から１ 考査を受けた場所

査 月間 （合格発表の日に

限る。）又は情報

発信課情報公開室

駐車監視員資格者講習の 修了考査の得点 合格発表の日から１ 考査を受けた場所



修了考査 月間 （合格発表の日に

限る。）又は情報

発信課情報公開室

駐車監視員資格者認定考 筆記考査の得点 合格発表の日から１ 考査を受けた場所

査 月間 （合格発表の日に

限る。）又は情報

発信課情報公開室

運転免許試験 学科試験の得点（不合格 合格発表の日 運転免許試験を受

者に係るものに限る。） けた場所（徳島県

運転免許センター

，阿南運転免許セ

ンター，阿波運転

免許センター又は

警察署）

附 則

（施行期日）

１ この告示は，令和５年４月１日から施行する。

（口頭により開示請求を行うことができる保有個人情報を定める件の廃止）

２ 平成31年徳島県警察本部告示第２号（口頭により開示請求を行うことができる保有個

人情報を定める件）は，廃止する。

（経過措置）

３ この告示の施行の日（以下「施行日」という。）前に実施された試験等に係る保有個

人情報について施行日以後に行われた口頭による開示の求めについては，この告示によ

る口頭による開示の求めとみなす。



徳
島
県
労
働
委
員
会
告
示
第
二
号

個
人
情
報
の
保
護
に
関
す
る
法
律
の
施
行
に
関
す
る
規
程
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

令
和
五
年
三
月
二
十
四
日

徳
島
県
労
働
委
員
会
会
長

豊

永

寛

二

個
人
情
報
の
保
護
に
関
す
る
法
律
の
施
行
に
関
す
る
規
程

個
人
情
報
の
保
護
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
五
年
法
律
第
五
十
七
号
）
の
施
行
に
つ
い
て
は
、
別
に
定

め
る
も
の
を
除
き
、
知
事
が
取
り
扱
う
個
人
情
報
の
例
に
よ
る
。

附

則

１

こ
の
規
程
は
、
令
和
五
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

２

徳
島
県
個
人
情
報
保
護
条
例
の
施
行
に
関
す
る
規
程
（
平
成
十
四
年
徳
島
県
地
方
労
働
委
員
会
告
示

第
二
号
）
は
、
廃
止
す
る
。



徳
島
海
区
漁
業
調
整
委
員
会
告
示
第
二
号

個
人
情
報
の
保
護
に
関
す
る
法
律
の
施
行
に
関
す
る
規
程
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

令
和
五
年
三
月
二
十
四
日

徳
島
海
区
漁
業
調
整
委
員
会

会
長

岡
本

彰

個
人
情
報
の
保
護
に
関
す
る
法
律
の
施
行
に
関
す
る
規
程

個
人
情
報
の
保
護
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
五
年
法
律
第
五
十
七
号
）
の
施
行
に
つ
い
て
は
、
別
に
定

め
る
も
の
を
除
き
、
知
事
が
取
り
扱
う
個
人
情
報
の
例
に
よ
る
。

附

則

１

こ
の
規
程
は
、
令
和
五
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

２

徳
島
県
個
人
情
報
保
護
条
例
の
施
行
に
関
す
る
規
程
（
平
成
十
四
年
徳
島
県
海
区
漁
業
調
整
委
員
会

告
示
第
一
号
）
は
、
廃
止
す
る
。



徳
島
内
水
面
漁
場
管
理
委
員
会
委
員
会
告
示
第
四
号

個
人
情
報
の
保
護
に
関
す
る
法
律
の
施
行
に
関
す
る
規
程
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

令
和
五
年
三
月
二
十
四
日

徳
島
内
水
面
漁
場
管
理
委
員
会

会
長

野
口

修
司

個
人
情
報
の
保
護
に
関
す
る
法
律
の
施
行
に
関
す
る
規
程

個
人
情
報
の
保
護
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
五
年
法
律
第
五
十
七
号
）
の
施
行
に
つ
い
て
は
、
別
に
定

め
る
も
の
を
除
き
、
知
事
が
取
り
扱
う
個
人
情
報
の
例
に
よ
る
。

附

則

１

こ
の
規
程
は
、
令
和
五
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

２

徳
島
県
個
人
情
報
保
護
条
例
の
施
行
に
関
す
る
規
程
（
平
成
十
四
年
徳
島
県
内
水
面
漁
場
管
理
委
員

会
告
示
第
一
号
）
は
、
廃
止
す
る
。



徳
島
県
議
会
規
程
第
一
号

徳
島
県
議
会
の
保
有
す
る
個
人
情
報
の
保
護
に
関
す
る
条
例
施
行
規
程
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

令
和
五
年
三
月
二
十
四
日

徳
島
県
議
会
議
長

南

恒

生

徳
島
県
議
会
の
保
有
す
る
個
人
情
報
の
保
護
に
関
す
る
条
例
施
行
規
程

（
趣
旨
）

第
一
条

こ
の
規
程
は
、
徳
島
県
議
会
の
保
有
す
る
個
人
情
報
の
保
護
に
関
す
る
条
例
（
令
和
四
年
徳
島

県
条
例
第
五
十
六
号
。
以
下
「
条
例
」
と
い
う
。
）
の
施
行
に
関
し
必
要
な
事
項
を
定
め
る
も
の
と
す
る
。

（
用
語
）

第
二
条

こ
の
規
程
に
お
い
て
使
用
す
る
用
語
は
、
条
例
に
お
い
て
使
用
す
る
用
語
の
例
に
よ
る
。

（
個
人
識
別
符
号
）

第
三
条

条
例
第
二
条
第
二
項
の
議
長
が
定
め
る
文
字
、
番
号
、
記
号
そ
の
他
の
符
号
は
、
次
に
掲
げ
る

も
の
と
す
る
。

一

次
に
掲
げ
る
身
体
の
特
徴
の
い
ず
れ
か
を
特
定
の
個
人
を
識
別
す
る
こ
と
が
で
き
る
水
準
が
確
保

さ
れ
る
よ
う
、
適
切
な
範
囲
を
適
切
な
手
法
に
よ
り
電
子
計
算
機
の
用
に
供
す
る
た
め
に
変
換
し
た

文
字
、
番
号
、
記
号
そ
の
他
の
符
号

イ

細
胞
か
ら
採
取
さ
れ
た
デ
オ
キ
シ
リ
ボ
核
酸
（
別
名
Ｄ
Ｎ
Ａ
）
を
構
成
す
る
塩
基
の
配
列

ロ

顔
の
骨
格
及
び
皮
膚
の
色
並
び
に
目
、
鼻
、
口
そ
の
他
の
顔
の
部
位
の
位
置
及
び
形
状
に
よ
っ
て

定
ま
る
容
貌

ハ

虹
彩
の
表
面
の
起
伏
に
よ
り
形
成
さ
れ
る
線
状
の
模
様

ニ

発
声
の
際
の
声
帯
の
振
動
、
声
門
の
開
閉
並
び
に
声
道
の
形
状
及
び
そ
の
変
化

ホ

歩
行
の
際
の
姿
勢
及
び
両
腕
の
動
作
、
歩
幅
そ
の
他
の
歩
行
の
態
様

ヘ

手
の
ひ
ら
又
は
手
の
甲
若
し
く
は
指
の
皮
下
の
静
脈
の
分
岐
及
び
端
点
に
よ
っ
て
定
ま
る
そ
の

静
脈
の
形
状

ト

指
紋
又
は
掌
紋

二

健
康
保
険
法
（
大
正
十
一
年
法
律
第
七
十
号
）
第
三
条
第
十
一
項
に
規
定
す
る
保
険
者
番
号
及
び
同

条
第
十
二
項
に
規
定
す
る
被
保
険
者
等
記
号
・
番
号

三

船
員
保
険
法
（
昭
和
十
四
年
法
律
第
七
十
三
号
）
第
二
条
第
十
項
に
規
定
す
る
保
険
者
番
号
及
び
同

条
第
十
一
項
に
規
定
す
る
被
保
険
者
等
記
号
・
番
号

四

旅
券
法
（
昭
和
二
十
六
年
法
律
第
二
百
六
十
七
号
）
第
六
条
第
一
項
第
一
号
の
旅
券
の
番
号

五

出
入
国
管
理
及
び
難
民
認
定
法
（
昭
和
二
十
六
年
政
令
第
三
百
十
九
号
）
第
二
条
第
五
号
に
規
定
す

る
旅
券
（
日
本
国
政
府
の
発
行
し
た
も
の
を
除
く
。
）
の
番
号
及
び
同
法
第
十
九
条
の
四
第
一
項
第
五

号
の
在
留
カ
ー
ド
の
番
号

六

私
立
学
校
教
職
員
共
済
法
（
昭
和
二
十
八
年
法
律
第
二
百
四
十
五
号
）
第
四
十
五
条
第
一
項
に
規
定

す
る
保
険
者
番
号
及
び
加
入
者
等
記
号
・
番
号

七

国
家
公
務
員
共
済
組
合
法
（
昭
和
三
十
三
年
法
律
第
百
二
十
八
号
）
第
百
十
二
条
の
二
第
一
項
に
規



定
す
る
保
険
者
番
号
及
び
組
合
員
等
記
号
・
番
号

八

国
民
健
康
保
険
法
（
昭
和
三
十
三
年
法
律
第
百
九
十
二
号
）
第
百
十
一
条
の
二
第
一
項
に
規
定
す
る

保
険
者
番
号
及
び
被
保
険
者
記
号
・
番
号

九

国
民
年
金
法
（
昭
和
三
十
四
年
法
律
第
百
四
十
一
号
）
第
十
四
条
に
規
定
す
る
基
礎
年
金
番
号

十

道
路
交
通
法
（
昭
和
三
十
五
年
法
律
第
百
五
号
）
第
九
十
三
条
第
一
項
第
一
号
の
免
許
証
の
番
号

十
一

地
方
公
務
員
等
共
済
組
合
法
（
昭
和
三
十
七
年
法
律
第
百
五
十
二
号
）
第
百
四
十
四
条
の
二
十
四

の
二
第
一
項
に
規
定
す
る
保
険
者
番
号
及
び
組
合
員
等
記
号
・
番
号

十
二

住
民
基
本
台
帳
法
（
昭
和
四
十
二
年
法
律
第
八
十
一
号
）
第
七
条
第
十
三
号
に
規
定
す
る
住
民
票

コ
ー
ド

十
三

雇
用
保
険
法
施
行
規
則
（
昭
和
五
十
年
労
働
省
令
第
三
号
）
第
十
条
第
一
項
の
雇
用
保
険
被
保
険

者
証
の
被
保
険
者
番
号

十
四

高
齢
者
の
医
療
の
確
保
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
五
十
七
年
法
律
第
八
十
号
）
第
百
六
十
一
条
の
二

第
一
項
に
規
定
す
る
保
険
者
番
号
及
び
被
保
険
者
番
号

十
五

日
本
国
と
の
平
和
条
約
に
基
づ
き
日
本
の
国
籍
を
離
脱
し
た
者
等
の
出
入
国
管
理
に
関
す
る
特

例
法
（
平
成
三
年
法
律
第
七
十
一
号
。
以
下
「
入
管
特
例
法
」
と
い
う
。
）
第
八
条
第
一
項
第
三
号
の

特
別
永
住
者
証
明
書
の
番
号

十
六

介
護
保
険
法
（
平
成
九
年
法
律
第
百
二
十
三
号
）
第
十
二
条
第
三
項
の
被
保
険
者
証
の
番
号
及
び

保
険
者
番
号

十
七

行
政
手
続
に
お
け
る
特
定
の
個
人
を
識
別
す
る
た
め
の
番
号
の
利
用
等
に
関
す
る
法
律
（
平
成

二
十
五
年
法
律
第
二
十
七
号
。
以
下
「
番
号
利
用
法
」
と
い
う
。
）
第
二
条
第
五
項
に
規
定
す
る
個
人

番
号

（
要
配
慮
個
人
情
報
）

第
四
条

条
例
第
二
条
第
三
項
の
議
長
が
定
め
る
記
述
等
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
項
の
い
ず
れ
か
を

内
容
と
す
る
記
述
等
（
本
人
の
病
歴
又
は
犯
罪
の
経
歴
に
該
当
す
る
も
の
を
除
く
。
）
と
す
る
。

一

次
に
掲
げ
る
身
体
障
害
、
知
的
障
害
、
精
神
障
害
（
発
達
障
害
を
含
む
。
）
そ
の
他
の
心
身
の
機
能

の
障
害
が
あ
る
こ
と
。

イ

身
体
障
害
者
福
祉
法
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
二
百
八
十
三
号
）
別
表
に
掲
げ
る
身
体
上
の
障
害

ロ

知
的
障
害
者
福
祉
法
（
昭
和
三
十
五
年
法
律
第
三
十
七
号
）
に
い
う
知
的
障
害

ハ

精
神
保
健
及
び
精
神
障
害
者
福
祉
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
百
二
十
三
号
）
に
い

う
精
神
障
害
（
発
達
障
害
者
支
援
法
（
平
成
十
六
年
法
律
第
百
六
十
七
号
）
第
二
条
第
一
項
に
規
定

す
る
発
達
障
害
を
含
み
、
ロ
に
掲
げ
る
も
の
を
除
く
。）

ニ

治
療
方
法
が
確
立
し
て
い
な
い
疾
病
そ
の
他
の
特
殊
の
疾
病
で
あ
っ
て
障
害
者
の
日
常
生
活
及

び
社
会
生
活
を
総
合
的
に
支
援
す
る
た
め
の
法
律
（
平
成
十
七
年
法
律
第
百
二
十
三
号
）
第
四
条
第

一
項
の
政
令
で
定
め
る
も
の
に
よ
る
障
害
の
程
度
が
同
項
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
程
度
で
あ

る
も
の

二

本
人
に
対
し
て
医
師
そ
の
他
医
療
に
関
連
す
る
職
務
に
従
事
す
る
者
（
次
号
に
お
い
て
「
医
師
等
」



と
い
う
。
）
に
よ
り
行
わ
れ
た
疾
病
の
予
防
及
び
早
期
発
見
の
た
め
の
健
康
診
断
そ
の
他
の
検
査
（
同

号
に
お
い
て
「
健
康
診
断
等
」
と
い
う
。）
の
結
果

三

健
康
診
断
等
の
結
果
に
基
づ
き
、
又
は
疾
病
、
負
傷
そ
の
他
の
心
身
の
変
化
を
理
由
と
し
て
、
本
人

に
対
し
て
医
師
等
に
よ
り
心
身
の
状
態
の
改
善
の
た
め
の
指
導
又
は
診
療
若
し
く
は
調
剤
が
行
わ
れ

た
こ
と
。

四

本
人
を
被
疑
者
又
は
被
告
人
と
し
て
、
逮
捕
、
捜
索
、
差
押
え
、
勾
留
、
公
訴
の
提
起
そ
の
他
の
刑

事
事
件
に
関
す
る
手
続
が
行
わ
れ
た
こ
と
。

五

本
人
を
少
年
法
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
百
六
十
八
号
）
第
三
条
第
一
項
に
規
定
す
る
少
年
又
は
そ

の
疑
い
の
あ
る
者
と
し
て
、
調
査
、
観
護
の
措
置
、
審
判
、
保
護
処
分
そ
の
他
の
少
年
の
保
護
事
件
に

関
す
る
手
続
が
行
わ
れ
た
こ
と
。

（
個
人
情
報
取
扱
事
務
登
録
簿
）

第
五
条

条
例
第
四
条
第
一
項
の
登
録
簿
は
、
様
式
第
一
号
に
よ
る
も
の
と
す
る
。

（
個
人
の
権
利
利
益
を
害
す
る
お
そ
れ
が
大
き
い
も
の
等
）

第
六
条

条
例
第
十
二
条
本
文
の
個
人
の
権
利
利
益
を
害
す
る
お
そ
れ
が
大
き
い
も
の
と
し
て
議
長
が
定

め
る
も
の
は
、
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
も
の
と
す
る
。

一

要
配
慮
個
人
情
報
が
含
ま
れ
る
保
有
個
人
情
報
（
高
度
な
暗
号
化
そ
の
他
の
個
人
の
権
利
利
益
を

保
護
す
る
た
め
に
必
要
な
措
置
を
講
じ
た
も
の
を
除
く
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
漏
え
い

、
滅
失
若
し
く
は
毀
損
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
漏
え
い
等
」
と
い
う
。
）
が
発
生
し
、
又
は
発
生

し
た
お
そ
れ
が
あ
る
事
態

二

不
正
に
利
用
さ
れ
る
こ
と
に
よ
り
財
産
的
被
害
が
生
じ
る
お
そ
れ
が
あ
る
保
有
個
人
情
報
の
漏
え

い
等
が
発
生
し
、
又
は
発
生
し
た
お
そ
れ
が
あ
る
事
態

三

不
正
の
目
的
を
も
っ
て
行
わ
れ
た
お
そ
れ
が
あ
る
保
有
個
人
情
報
の
漏
え
い
等
が
発
生
し
、
又
は

発
生
し
た
お
そ
れ
が
あ
る
事
態

四

保
有
個
人
情
報
に
係
る
本
人
の
数
が
百
人
を
超
え
る
漏
え
い
等
が
発
生
し
、
又
は
発
生
し
た
お
そ

れ
が
あ
る
事
態

２

議
長
は
、
条
例
第
十
二
条
本
文
の
規
定
に
よ
る
通
知
を
す
る
場
合
に
は
、
前
項
各
号
に
定
め
る
事
態

を
知
っ
た
後
、
当
該
事
態
の
状
況
に
応
じ
て
速
や
か
に
、
当
該
本
人
の
権
利
利
益
を
保
護
す
る
た
め
に
必

要
な
範
囲
に
お
い
て
、
当
該
事
態
に
関
す
る
次
に
掲
げ
る
事
項
を
通
知
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一

概
要

二

漏
え
い
等
が
発
生
し
、
又
は
発
生
し
た
お
そ
れ
が
あ
る
保
有
個
人
情
報
の
項
目

三

原
因

四

二
次
被
害
又
は
そ
の
お
そ
れ
の
有
無
及
び
そ
の
内
容

五

そ
の
他
参
考
と
な
る
事
項

（
電
磁
的
方
法
）

第
七
条

条
例
第
十
六
条
第
四
項
に
規
定
す
る
電
磁
的
方
法
は
、
次
に
掲
げ
る
方
法
と
す
る
。

一

電
話
番
号
を
送
受
信
の
た
め
に
用
い
て
電
磁
的
記
録
を
相
手
方
の
使
用
に
係
る
携
帯
し
て
使
用
す



る
通
信
端
末
機
器
に
送
信
す
る
方
法
（
他
人
に
委
託
し
て
行
う
場
合
を
含
む
。）

二

電
子
メ
ー
ル
を
送
信
す
る
方
法
（
他
人
に
委
託
し
て
行
う
場
合
を
含
む
。
）

三

前
号
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
そ
の
受
信
を
す
る
者
を
特
定
し
て
情
報
を
伝
達
す
る
た
め
に
用
い

ら
れ
る
電
気
通
信
（
電
気
通
信
事
業
法
（
昭
和
五
十
九
年
法
律
第
八
十
六
号
）
第
二
条
第
一
号
に
規
定

す
る
電
気
通
信
を
い
う
。
）
を
送
信
す
る
方
法
（
他
人
に
委
託
し
て
行
う
場
合
を
含
む
。）

（
匿
名
加
工
情
報
の
安
全
管
理
措
置
の
基
準
）

第
八
条

条
例
第
十
七
条
第
二
項
の
議
長
が
定
め
る
基
準
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

一

匿
名
加
工
情
報
を
取
り
扱
う
者
の
権
限
及
び
責
任
を
明
確
に
定
め
る
こ
と
。

二

匿
名
加
工
情
報
の
取
扱
い
に
関
す
る
規
程
類
を
整
備
し
、
当
該
規
程
類
に
従
っ
て
匿
名
加
工
情
報

を
適
切
に
取
り
扱
う
と
と
も
に
、
そ
の
取
扱
い
の
状
況
に
つ
い
て
評
価
を
行
い
、
そ
の
結
果
に
基
づ
き

改
善
を
図
る
た
め
に
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
こ
と
。

三

匿
名
加
工
情
報
を
取
り
扱
う
正
当
な
権
限
を
有
し
な
い
者
に
よ
る
匿
名
加
工
情
報
の
取
扱
い
を
防

止
す
る
た
め
に
必
要
か
つ
適
切
な
措
置
を
講
ず
る
こ
と
。

（
個
人
情
報
フ
ァ
イ
ル
簿
の
作
成
及
び
公
表
）

第
九
条

議
長
は
、
個
人
情
報
フ
ァ
イ
ル
（
条
例
第
十
八
条
第
二
項
各
号
に
掲
げ
る
も
の
及
び
同
条
第
三

項
の
規
定
に
よ
り
個
人
情
報
フ
ァ
イ
ル
簿
に
掲
載
し
な
い
も
の
を
除
く
。
次
項
及
び
第
四
項
に
お
い
て

同
じ
。
）
を
保
有
す
る
に
至
っ
た
と
き
は
、
直
ち
に
、
個
人
情
報
フ
ァ
イ
ル
簿
（
様
式
第
二
号
）
を
作
成

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２

個
人
情
報
フ
ァ
イ
ル
簿
は
、
徳
島
県
議
会
（
以
下
「
議
会
」
と
い
う
。
）
が
保
有
し
て
い
る
個
人
情
報

フ
ァ
イ
ル
を
通
じ
て
一
の
帳
簿
と
す
る
。

３

議
長
は
、
個
人
情
報
フ
ァ
イ
ル
簿
に
記
載
す
べ
き
事
項
に
変
更
が
あ
っ
た
と
き
は
、
直
ち
に
、
当
該

個
人
情
報
フ
ァ
イ
ル
簿
を
修
正
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

４

議
長
は
、
個
人
情
報
フ
ァ
イ
ル
簿
に
掲
載
し
た
個
人
情
報
フ
ァ
イ
ル
の
保
有
を
や
め
た
と
き
、
又
は

そ
の
個
人
情
報
フ
ァ
イ
ル
が
条
例
第
十
八
条
第
二
項
第
一
号
ヘ
に
該
当
す
る
に
至
っ
た
と
き
は
、
遅
滞

な
く
、
当
該
個
人
情
報
フ
ァ
イ
ル
に
つ
い
て
の
記
載
を
消
除
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

５

議
長
は
、
個
人
情
報
フ
ァ
イ
ル
簿
を
作
成
し
た
と
き
は
、
遅
滞
な
く
、
こ
れ
を
徳
島
県
議
会
事
務
局

（
以
下
「
事
務
局
」
と
い
う
。
）
に
備
え
て
置
き
一
般
の
閲
覧
に
供
す
る
と
と
も
に
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

の
利
用
そ
の
他
の
情
報
通
信
の
技
術
を
利
用
す
る
方
法
に
よ
り
公
表
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

６

条
例
第
十
八
条
第
一
項
の
議
長
が
定
め
る
事
項
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
と
す
る
。

一

条
例
第
二
条
第
六
項
第
一
号
に
係
る
個
人
情
報
フ
ァ
イ
ル
又
は
同
項
第
二
号
に
係
る
個
人
情
報
フ

ァ
イ
ル
の
別

二

条
例
第
二
条
第
六
項
第
一
号
に
係
る
個
人
情
報
フ
ァ
イ
ル
に
つ
い
て
、
第
九
項
に
規
定
す
る
個
人

情
報
フ
ァ
イ
ル
が
あ
る
と
き
は
、
そ
の
旨

７

条
例
第
十
八
条
第
二
項
第
一
号
ヘ
の
議
長
が
定
め
る
数
は
、
千
人
と
す
る
。

８

条
例
第
十
八
条
第
二
項
第
一
号
ト
の
議
長
が
定
め
る
個
人
情
報
フ
ァ
イ
ル
は
、
次
に
掲
げ
る
個
人
情

報
フ
ァ
イ
ル
と
す
る
。



一

次
に
掲
げ
る
者
に
係
る
個
人
情
報
フ
ァ
イ
ル
で
あ
っ
て
、
専
ら
そ
の
人
事
、
給
与
又
は
報
酬
、
福
利

厚
生
に
関
す
る
事
項
そ
の
他
こ
れ
ら
に
準
ず
る
事
項
を
記
録
す
る
も
の
（
イ
に
掲
げ
る
者
の
採
用
又

は
選
定
の
た
め
の
試
験
に
関
す
る
個
人
情
報
フ
ァ
イ
ル
を
含
む
。）

イ

県
の
機
関
（
議
会
を
除
く
。）
の
職
員
又
は
当
該
職
員
で
あ
っ
た
者

ロ

条
例
第
十
八
条
第
二
項
第
一
号
イ
に
規
定
す
る
者
又
は
イ
に
掲
げ
る
者
の
被
扶
養
者
又
は
遺
族

二

条
例
第
十
八
条
第
二
項
第
一
号
イ
に
規
定
す
る
者
及
び
前
号
イ
又
は
ロ
に
掲
げ
る
者
を
併
せ
て
記

録
す
る
個
人
情
報
フ
ァ
イ
ル
で
あ
っ
て
、
専
ら
そ
の
人
事
、
議
員
報
酬
、
給
与
又
は
報
酬
、
福
利
厚
生

に
関
す
る
事
項
そ
の
他
こ
れ
ら
に
準
ず
る
事
項
を
記
録
す
る
も
の

９

条
例
第
十
八
条
第
二
項
第
三
号
の
議
長
が
定
め
る
個
人
情
報
フ
ァ
イ
ル
は
、
条
例
第
二
条
第
六
項
第

二
号
に
係
る
個
人
情
報
フ
ァ
イ
ル
で
、
そ
の
利
用
目
的
及
び
記
録
範
囲
が
条
例
第
十
八
条
第
一
項
の
規

定
に
よ
る
公
表
に
係
る
条
例
第
二
条
第
六
項
第
一
号
に
係
る
個
人
情
報
フ
ァ
イ
ル
の
利
用
目
的
及
び
記

録
範
囲
の
範
囲
内
で
あ
る
も
の
と
す
る
。

（
保
有
個
人
情
報
開
示
請
求
書
）

第
十
条

条
例
第
二
十
条
第
一
項
の
開
示
請
求
書
は
、
様
式
第
三
号
に
よ
る
も
の
と
す
る
。

（
開
示
請
求
等
に
お
け
る
本
人
確
認
手
続
等
）

第
十
一
条

条
例
第
二
十
条
第
二
項
、
第
三
十
三
条
第
二
項
又
は
第
四
十
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
提
示

し
、
又
は
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
書
類
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
書
類
の
い
ず
れ
か
と
す
る
。

一

開
示
請
求
書
、
訂
正
請
求
書
又
は
利
用
停
止
請
求
書
（
次
項
に
お
い
て
「
開
示
請
求
書
等
」
と
い
う
。
）

に
記
載
さ
れ
て
い
る
開
示
請
求
を
す
る
者
、
訂
正
請
求
を
す
る
者
又
は
利
用
停
止
請
求
を
す
る
者
（
以

下
こ
の
項
及
び
次
項
に
お
い
て
「
開
示
請
求
者
等
」
と
い
う
。
）
の
氏
名
及
び
住
所
又
は
居
所
と
同
一

の
氏
名
及
び
住
所
又
は
居
所
が
記
載
さ
れ
て
い
る
運
転
免
許
証
、
健
康
保
険
の
被
保
険
者
証
、
番
号
利

用
法
第
二
条
第
七
項
に
規
定
す
る
個
人
番
号
カ
ー
ド
、
出
入
国
管
理
及
び
難
民
認
定
法
第
十
九
条
の

三
に
規
定
す
る
在
留
カ
ー
ド
、
入
管
特
例
法
第
七
条
第
一
項
に
規
定
す
る
特
別
永
住
者
証
明
書
そ
の

他
法
律
又
は
こ
れ
に
基
づ
く
命
令
の
規
定
に
よ
り
交
付
さ
れ
た
書
類
で
あ
っ
て
、
当
該
開
示
請
求
者

等
が
本
人
で
あ
る
こ
と
を
確
認
す
る
に
足
り
る
も
の

二

前
号
に
掲
げ
る
書
類
を
や
む
を
得
な
い
理
由
に
よ
り
提
示
し
、
又
は
提
出
す
る
こ
と
が
で
き
な
い

場
合
に
あ
っ
て
は
、
当
該
開
示
請
求
者
等
が
本
人
で
あ
る
こ
と
を
確
認
す
る
た
め
議
長
が
適
当
と
認

め
る
書
類

２

開
示
請
求
書
等
を
議
長
に
送
付
し
て
開
示
請
求
、
訂
正
請
求
又
は
利
用
停
止
請
求
（
以
下
こ
の
項
及

び
次
項
に
お
い
て
「
開
示
請
求
等
」
と
い
う
。
）
を
す
る
場
合
に
は
、
開
示
請
求
者
等
は
、
前
項
の
規
定

に
か
か
わ
ら
ず
、
次
に
掲
げ
る
書
類
を
議
長
に
提
出
す
れ
ば
足
り
る
。

一

前
項
各
号
に
掲
げ
る
書
類
の
い
ず
れ
か
を
複
写
機
に
よ
り
複
写
し
た
も
の

二

そ
の
者
の
住
民
票
の
写
し
そ
の
他
そ
の
者
が
前
号
に
掲
げ
る
書
類
に
記
載
さ
れ
た
本
人
で
あ
る
こ

と
を
示
す
も
の
と
し
て
議
長
が
適
当
と
認
め
る
書
類
で
あ
っ
て
、
開
示
請
求
等
を
す
る
日
前
三
十
日

以
内
に
作
成
さ
れ
た
も
の

３

条
例
第
十
九
条
第
二
項
、
第
三
十
二
条
第
二
項
又
は
第
三
十
九
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
代
理
人
が



開
示
請
求
等
を
す
る
場
合
に
は
、
当
該
代
理
人
は
、
戸
籍
謄
本
、
委
任
状
そ
の
他
そ
の
資
格
を
証
明
す
る

書
類
（
開
示
請
求
等
を
す
る
日
前
三
十
日
以
内
に
作
成
さ
れ
た
も
の
に
限
る
。
）
を
議
長
に
提
示
し
、
又

は
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

４

開
示
請
求
を
し
た
代
理
人
は
、
当
該
開
示
請
求
に
係
る
保
有
個
人
情
報
の
開
示
を
受
け
る
前
に
そ
の

資
格
を
喪
失
し
た
と
き
は
、
直
ち
に
、
書
面
で
そ
の
旨
を
議
長
に
届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

５

前
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
が
あ
っ
た
と
き
は
、
当
該
開
示
請
求
は
、
取
り
下
げ
ら
れ
た
も
の
と
み
な

す
。

（
開
示
決
定
の
際
に
通
知
す
べ
き
事
項
）

第
十
二
条

条
例
第
二
十
五
条
第
一
項
の
議
長
が
定
め
る
事
項
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
と
す
る
。

一

開
示
決
定
に
係
る
保
有
個
人
情
報
に
つ
い
て
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
開
示
の
実
施
の
方
法

二

事
務
所
（
事
務
局
及
び
開
示
を
実
施
す
る
窓
口
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
に
お
け
る
開
示
を
実
施
す

る
こ
と
が
で
き
る
日
、
時
間
及
び
場
所
並
び
に
事
務
所
に
お
け
る
開
示
の
実
施
を
求
め
る
場
合
に
あ

っ
て
は
、
条
例
第
二
十
九
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
申
出
を
す
る
際
に
事
務
所
に
お
け
る
開
示
を
実

施
す
る
こ
と
が
で
き
る
日
の
う
ち
か
ら
事
務
所
に
お
け
る
開
示
の
実
施
を
希
望
す
る
日
を
選
択
す
べ

き
旨

三

写
し
の
送
付
の
方
法
に
よ
る
保
有
個
人
情
報
の
開
示
を
実
施
す
る
場
合
に
お
け
る
準
備
に
要
す
る

日
数
及
び
送
付
に
要
す
る
費
用

（
保
有
個
人
情
報
開
示
決
定
通
知
書
等
）

第
十
三
条

条
例
第
二
十
五
条
第
一
項
に
規
定
す
る
書
面
は
、
保
有
個
人
情
報
の
全
部
を
開
示
す
る
と
き

は
保
有
個
人
情
報
開
示
決
定
通
知
書
（
様
式
第
四
号
）
に
、
保
有
個
人
情
報
の
一
部
を
開
示
す
る
と
き
は

保
有
個
人
情
報
部
分
開
示
決
定
通
知
書
（
様
式
第
五
号
）
に
よ
る
も
の
と
す
る
。

２

条
例
第
二
十
五
条
第
二
項
に
規
定
す
る
書
面
は
、
保
有
個
人
情
報
非
開
示
決
定
通
知
書
（
様
式
第
六

号
）
に
よ
る
も
の
と
す
る
。

（
保
有
個
人
情
報
開
示
決
定
等
期
限
延
長
通
知
書
）

第
十
四
条

条
例
第
二
十
六
条
第
二
項
に
規
定
す
る
書
面
は
、
保
有
個
人
情
報
開
示
決
定
等
期
限
延
長
通

知
書
（
様
式
第
七
号
）
に
よ
る
も
の
と
す
る
。

（
保
有
個
人
情
報
開
示
決
定
等
期
限
特
例
延
長
通
知
書
）

第
十
五
条

条
例
第
二
十
七
条
に
規
定
す
る
書
面
は
、
保
有
個
人
情
報
開
示
決
定
等
期
限
特
例
延
長
通
知

書
（
様
式
第
八
号
）
に
よ
る
も
の
と
す
る
。

（
保
有
個
人
情
報
の
開
示
に
関
す
る
意
見
照
会
書
等
）

第
十
六
条

条
例
第
二
十
八
条
第
一
項
及
び
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
通
知
は
、
保
有
個
人
情
報
の
開
示
に

関
す
る
意
見
照
会
書
（
様
式
第
九
号
）
に
よ
り
行
う
も
の
と
す
る
。

２

条
例
第
二
十
八
条
第
一
項
及
び
第
二
項
の
意
見
書
は
、
様
式
第
十
号
に
よ
る
も
の
と
す
る
。

３

議
長
は
、
条
例
第
二
十
八
条
第
一
項
及
び
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
、
同
条
第
一
項
に
規
定
す
る
第
三

者
に
対
し
、
当
該
第
三
者
に
関
す
る
情
報
の
内
容
を
通
知
す
る
に
当
た
っ
て
は
、
開
示
請
求
に
係
る
保
有

個
人
情
報
の
本
人
の
権
利
利
益
を
不
当
に
侵
害
し
な
い
よ
う
に
留
意
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。



４

条
例
第
二
十
八
条
第
一
項
の
議
長
が
定
め
る
事
項
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
と
す
る
。

一

開
示
請
求
の
年
月
日

二

意
見
書
を
提
出
す
る
場
合
の
提
出
先
及
び
提
出
期
限

５

条
例
第
二
十
八
条
第
二
項
の
議
長
が
定
め
る
事
項
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
と
す
る
。

一

前
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項

二

条
例
第
二
十
八
条
第
二
項
各
号
の
い
ず
れ
に
該
当
す
る
か
の
別
及
び
そ
の
理
由

６

条
例
第
二
十
八
条
第
三
項
に
規
定
す
る
書
面
は
、
反
対
意
見
書
に
係
る
保
有
個
人
情
報
開
示
決
定
通

知
書
（
様
式
第
十
一
号
）
に
よ
る
も
の
と
す
る
。

（
保
有
個
人
情
報
の
閲
覧
等
）

第
十
七
条

保
有
個
人
情
報
の
閲
覧
又
は
視
聴
を
す
る
者
は
、
当
該
保
有
個
人
情
報
が
記
録
さ
れ
た
公
文

書
を
丁
寧
に
取
り
扱
う
こ
と
と
し
、
こ
れ
を
改
ざ
ん
し
、
又
は
汚
損
し
て
は
な
ら
な
い
。

２

議
長
は
、
前
項
の
規
定
に
違
反
し
た
者
又
は
違
反
す
る
お
そ
れ
が
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
者
に
対
し
、

保
有
個
人
情
報
の
閲
覧
又
は
視
聴
を
中
止
さ
せ
、
又
は
禁
止
す
る
こ
と
が
あ
る
。

３

保
有
個
人
情
報
が
記
録
さ
れ
た
公
文
書
の
写
し
（
電
磁
的
記
録
を
複
写
し
、
又
は
用
紙
に
出
力
し
た

も
の
を
含
む
。）
の
交
付
は
、
請
求
一
件
に
つ
き
一
部
と
す
る
。

（
電
磁
的
記
録
の
開
示
方
法
）

第
十
八
条

条
例
第
二
十
九
条
第
一
項
に
規
定
す
る
議
長
が
定
め
る
方
法
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
電
磁

的
記
録
の
区
分
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
当
該
各
号
に
定
め
る
方
法
と
す
る
。

一

ビ
デ
オ
テ
ー
プ
、
録
音
テ
ー
プ
そ
の
他
映
像
又
は
音
声
を
記
録
し
た
電
磁
的
記
録

視
聴
又
は
複

写
し
た
も
の
の
交
付

二

前
号
に
掲
げ
る
電
磁
的
記
録
以
外
の
も
の

用
紙
に
出
力
し
た
も
の
の
閲
覧
又
は
交
付

２

前
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
同
項
第
二
号
に
掲
げ
る
電
磁
的
記
録
を
専
用
機
器
を
用
い
て
視
聴
さ

せ
、
又
は
複
写
す
る
こ
と
が
容
易
で
あ
る
と
き
は
、
当
該
電
磁
的
記
録
の
開
示
の
方
法
は
、
視
聴
又
は
複

写
し
た
も
の
の
交
付
と
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
開
示
の
実
施
の
方
法
等
の
申
出
）

第
十
九
条

条
例
第
二
十
九
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
申
出
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
書
面
に

よ
り
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一

求
め
る
開
示
の
実
施
の
方
法
（
開
示
決
定
に
係
る
保
有
個
人
情
報
の
部
分
ご
と
に
異
な
る
方
法
に

よ
る
開
示
の
実
施
を
求
め
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
そ
の
旨
及
び
当
該
部
分
ご
と
の
開
示
の
実
施
の
方

法
）

二

開
示
決
定
に
係
る
保
有
個
人
情
報
の
一
部
に
つ
い
て
開
示
の
実
施
を
求
め
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、

そ
の
旨
及
び
当
該
部
分

三

事
務
所
に
お
け
る
開
示
の
実
施
を
求
め
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
事
務
所
に
お
け
る
開
示
の
実
施
を

希
望
す
る
日

四

写
し
の
送
付
の
方
法
に
よ
る
保
有
個
人
情
報
の
開
示
の
実
施
を
求
め
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
そ
の

旨



２

開
示
請
求
書
に
記
載
さ
れ
た
開
示
の
実
施
の
方
法
及
び
開
示
の
実
施
を
希
望
す
る
日
に
よ
り
保
有
個

人
情
報
の
開
示
を
実
施
す
る
こ
と
が
で
き
る
旨
の
条
例
第
二
十
五
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
通
知
が
あ

っ
た
場
合
に
お
い
て
、
当
該
方
法
及
び
当
該
日
を
変
更
し
な
い
と
き
は
、
条
例
第
二
十
九
条
第
三
項
の

規
定
に
よ
る
申
出
は
、
す
る
こ
と
を
要
し
な
い
。

（
写
し
の
送
付
の
求
め
）

第
二
十
条

議
長
の
開
示
決
定
に
基
づ
き
保
有
個
人
情
報
の
開
示
を
受
け
る
者
は
、
送
付
に
要
す
る
費
用

を
納
付
し
て
、
保
有
個
人
情
報
が
記
録
さ
れ
て
い
る
公
文
書
の
写
し
の
送
付
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
。

こ
の
場
合
に
お
い
て
、
当
該
送
付
に
要
す
る
費
用
は
、
納
入
通
知
書
、
現
金
又
は
小
切
手
等
（
小
切
手
そ

の
他
金
銭
の
支
払
を
目
的
と
す
る
有
価
証
券
で
あ
っ
て
別
に
定
め
る
も
の
を
い
う
。
）
に
よ
り
納
付
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
保
有
個
人
情
報
訂
正
請
求
書
）

第
二
十
一
条

条
例
第
三
十
三
条
第
一
項
の
訂
正
請
求
書
は
、
様
式
第
十
二
号
に
よ
る
も
の
と
す
る
。

（
保
有
個
人
情
報
訂
正
決
定
通
知
書
等
）

第
二
十
二
条

条
例
第
三
十
五
条
第
一
項
に
規
定
す
る
書
面
は
、
保
有
個
人
情
報
訂
正
決
定
通
知
書
（
様

式
第
十
三
号
）
に
よ
る
も
の
と
す
る
。

２

条
例
第
三
十
五
条
第
二
項
に
規
定
す
る
書
面
は
、
保
有
個
人
情
報
非
訂
正
決
定
通
知
書
（
様
式
第
十

四
号
）
に
よ
る
も
の
と
す
る
。

（
保
有
個
人
情
報
訂
正
決
定
等
期
限
延
長
通
知
書
）

第
二
十
三
条

条
例
第
三
十
六
条
第
二
項
に
規
定
す
る
書
面
は
、
保
有
個
人
情
報
訂
正
決
定
等
期
限
延
長

通
知
書
（
様
式
第
十
五
号
）
に
よ
る
も
の
と
す
る
。

（
保
有
個
人
情
報
訂
正
決
定
等
期
限
特
例
延
長
通
知
書
）

第
二
十
四
条

条
例
第
三
十
七
条
に
規
定
す
る
書
面
は
、
保
有
個
人
情
報
訂
正
決
定
等
期
限
特
例
延
長
通

知
書
（
様
式
第
十
六
号
）
に
よ
る
も
の
と
す
る
。

（
保
有
個
人
情
報
訂
正
実
施
通
知
書
）

第
二
十
五
条

条
例
第
三
十
八
条
に
規
定
す
る
書
面
は
、
保
有
個
人
情
報
訂
正
実
施
通
知
書
（
様
式
第
十

七
号
）
に
よ
る
も
の
と
す
る
。

（
保
有
個
人
情
報
利
用
停
止
請
求
書
）

第
二
十
六
条

条
例
第
四
十
条
第
一
項
の
利
用
停
止
請
求
書
は
、
様
式
第
十
八
号
に
よ
る
も
の
と
す
る
。

（
保
有
個
人
情
報
利
用
停
止
決
定
通
知
書
等
）

第
二
十
七
条

条
例
第
四
十
二
条
第
一
項
に
規
定
す
る
書
面
は
、
保
有
個
人
情
報
利
用
停
止
決
定
通
知
書

（
様
式
第
十
九
号
）
に
よ
る
も
の
と
す
る
。

２

条
例
第
四
十
二
条
第
二
項
に
規
定
す
る
書
面
は
、
保
有
個
人
情
報
非
利
用
停
止
決
定
通
知
書
（
様
式

第
二
十
号
）
に
よ
る
も
の
と
す
る
。

（
保
有
個
人
情
報
利
用
停
止
決
定
等
期
限
延
長
通
知
書
）

第
二
十
八
条

条
例
第
四
十
三
条
第
二
項
に
規
定
す
る
書
面
は
、
保
有
個
人
情
報
利
用
停
止
決
定
等
期
限

延
長
通
知
書
（
様
式
第
二
十
一
号
）
に
よ
る
も
の
と
す
る
。



（
保
有
個
人
情
報
利
用
停
止
決
定
等
期
限
特
例
延
長
通
知
書
）

第
二
十
九
条

条
例
第
四
十
四
条
に
規
定
す
る
書
面
は
、
保
有
個
人
情
報
利
用
停
止
決
定
等
期
限
特
例
延

長
通
知
書
（
様
式
第
二
十
二
号
）
に
よ
る
も
の
と
す
る
。

（
諮
問
を
し
た
旨
の
通
知
書
）

第
三
十
条

条
例
第
四
十
六
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
通
知
は
、
諮
問
を
し
た
旨
の
通
知
書
（
様
式
第
二

十
三
号
）
に
よ
り
行
う
も
の
と
す
る
。

（
審
査
会
へ
の
諮
問
の
際
に
添
付
す
べ
き
書
類
そ
の
他
の
物
件
）

第
三
十
一
条

条
例
第
四
十
六
条
第
三
項
の
議
長
が
定
め
る
も
の
は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
と
す
る
。

一

行
政
不
服
審
査
法
（
平
成
二
十
六
年
法
律
第
六
十
八
号
）
第
九
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え

て
適
用
す
る
同
法
（
以
下
「
読
替
え
後
の
行
政
不
服
審
査
法
」
と
い
う
。
）
第
三
十
条
第
一
項
に
規
定

す
る
反
論
書

二

読
替
え
後
の
行
政
不
服
審
査
法
第
三
十
条
第
二
項
に
規
定
す
る
意
見
書

三

読
替
え
後
の
行
政
不
服
審
査
法
第
三
十
一
条
第
二
項
に
規
定
す
る
口
頭
意
見
陳
述
、
読
替
え
後
の

行
政
不
服
審
査
法
第
三
十
四
条
の
陳
述
若
し
く
は
鑑
定
、
読
替
え
後
の
行
政
不
服
審
査
法
第
三
十
五

条
第
一
項
の
検
証
、
読
替
え
後
の
行
政
不
服
審
査
法
第
三
十
六
条
の
規
定
に
よ
る
質
問
又
は
読
替
え

後
の
行
政
不
服
審
査
法
第
三
十
七
条
第
一
項
若
し
く
は
第
二
項
に
規
定
す
る
意
見
の
聴
取
の
記
録

四

行
政
不
服
審
査
法
第
三
十
二
条
第
一
項
又
は
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
提
出
さ
れ
た
証
拠
書
類
若
し

く
は
証
拠
物
又
は
書
類
そ
の
他
の
物
件

五

読
替
え
後
の
行
政
不
服
審
査
法
第
三
十
三
条
の
規
定
に
よ
る
提
出
要
求
に
応
じ
て
提
出
さ
れ
た
書

類
そ
の
他
の
物
件

六

そ
の
他
審
査
会
が
必
要
と
認
め
る
資
料

（
施
行
の
状
況
の
公
表
）

第
三
十
二
条

条
例
第
五
十
二
条
の
規
定
に
よ
る
施
行
の
状
況
の
公
表
は
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
の
利
用
そ

の
他
の
適
切
な
方
法
に
よ
り
行
う
も
の
と
す
る
。

（
雑
則
）

第
三
十
三
条

条
例
の
施
行
に
関
し
、
こ
の
規
程
に
定
め
が
な
い
事
項
に
つ
い
て
は
、
知
事
が
取
り
扱
う

個
人
情
報
の
例
に
よ
る
も
の
と
す
る
。

附

則

（
施
行
期
日
）

１

こ
の
規
程
は
、
令
和
五
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
徳
島
県
個
人
情
報
保
護
条
例
施
行
規
程
の
廃
止
）

２

徳
島
県
個
人
情
報
保
護
条
例
施
行
規
程
（
平
成
十
八
年
徳
島
県
議
会
規
程
第
一
号
）
は
、
廃
止
す
る
。

（
経
過
措
置
）

３

こ
の
規
程
の
施
行
の
際
現
に
議
会
が
保
有
し
て
い
る
個
人
情
報
フ
ァ
イ
ル
に
つ
い
て
の
第
九
条
第
一

項
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
同
項
中
「
直
ち
に
」
と
あ
る
の
は
、「
こ
の
規
程
の
施
行
後
遅
滞
な
く
」

と
す
る
。



様式第１号（第５条関係）
その１

個人情報取扱事務登録簿

登録年月日 年 月 日 変更年月日 年 月 日

個人情報取扱事務の名称

個人情報取扱事務の目的

根拠法令等

個人情報の対象者の範囲

基本的事項 □個人識別符号 □氏名 □性別 □生年月日・年齢
□住所・電話番号 □国籍・本籍(都道府県名のみ) □その他（ ）

家 庭 生 活 □家族状況 □親族関係 □婚姻歴
□その他（ ）

個
人 社 会 生 活 □職業・職歴 □学業・学歴 □資格・免許 □賞罰 □成績・評価
情 □その他（ ）
報
の 財 産 収 入 □資産状況 □収入・所得 □納税状況 □公的扶助 □取引状況
記 □その他（ ）
録
項 □人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴
目 要配慮個人 □犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □健康診断等の結果

情報 □医師等による指導・診療・調剤 □刑事事件に関する手続
□少年の保護事件に関する手続

そ の 他 □意見・要望 □相談内容 □趣味・し好
□その他（ ）

□ 本人 □ 本人以外

個 人 情 報 の 収 集 先 本人以外 □実施機関内部 □県の機関（議会を除く。）
の区分 □他の官公庁 □私人・民間団体

□刊行物等 □その他（ ）

個人情報（個人関連情報を □実施機関内部 □県の機関（議会を除く。）
含む。）の利用又は提供先 □他の官公庁 □私人・民間団体 □その他（ ）

個人情報を取扱う業務に従 □ 職員 □ 業務委託を受けた者 □ 再委託を受けた者
事する者 □ 指定管理者 □ 約款による外部サービス提供者 □その他（ ）

個人情報が取扱われる場所 □実施機関の庁舎内 □県内 □国内 □外国

個人情報の取得及び保有の 年間の取得件数（ ）
状況 保有期間（ ）

個人情報ファイル簿の有無 □ 有 □ 無

備 考

注 この様式は，個人情報取扱事務（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に
関する法律（平成２５年法律第２７号）第２条第９項に規定する特定個人情報ファイルを取り扱う
事務を除く。）について登録する場合に使用すること。



その２
個人情報取扱事務登録簿（特定個人情報ファイル用）

登録年月日 年 月 日 変更年月日 年 月 日

個人情報取扱事務の名称

特定個人情報ファイルの名称

個人情報取扱事務の目的

根 拠 法 令 等

特定個人情報の対象者の範囲

□個人番号 □個人番号対応符号 □個人識別符号（個人番号を除く。）
基本的事項 □氏名 □性別 □生年月日・年齢 □住所・電話番号

□国籍・本籍（都道府県名のみ） □その他（ ）
特
定 家 庭 生 活 □家族状況 □親族関係 □婚姻歴 □その他（ ）
個
人 社 会 生 活 □職業・職歴 □学業・学歴 □資格・免許 □賞罰 □成績・評価
情 □その他（ ）
報
の 財 産 収 入 □資産状況 □収入・所得 □納税状況 □公的扶助 □取引状況
記 □その他（ ）
録
項 □人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴
目 要配慮個人 □犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □健康診断等の結果

情報 □医師等による指導・診療・調剤 □刑事事件に関する手続
□少年の保護事件に関する手続

そ の 他 □意見・要望 □相談内容 □趣味・し好 □その他（ ）

□本人又は本人の代理人 □実施機関内部
収 集 先 □県の機関（議会を除く。） □行政機関・独立行政法人等

□地方公共団体・地方独立行政法人 □事業者
□その他（ ）

特定個人情報の
収 集 の 状 況 □紙 □電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

収 集 方 法 □フラッシュメモリ □電子メール □専用線
□庁内連携システム □情報提供ネットワークシステム
□その他（ ）

根拠法令等

提 供 又 は □本人又は本人の代理人 □実施機関内部
移 転 先 □県の機関（議会を除く。） □行政機関・独立行政法人等

□地方公共団体・地方独立行政法人 □事業者
特定個人情報の □その他（ ）
提 供 又 は
移 転 の 状 況 □紙 □電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

提 供 又 は □フラッシュメモリ □電子メール □専用線
移 転 方 法 □庁内連携システム □情報提供ネットワークシステム

□その他（ ）

根拠法令等

特定個人情報ファイルを取り扱う事務の委託又は指定管理者による管理の有無 □ 有 □ 無

備 考

注 この様式は，個人情報取扱事務（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に
関する法律（平成２５年法律第２７号）第２条第９項に規定する特定個人情報ファイルを取り扱う
事務に限る。）について登録する場合に使用すること。



様式第２号（第９条関係）

個人情報ファイル簿

作成年月日（修正した場合にあ

っては直近の修正年月日）

個人情報ファイルの名称

個人情報ファイルの利用目的

記録項目

記録範囲

記録情報の収集方法

要配慮個人情報 □含まれる □含まれない

記録情報の経常的提供先

訂正及び利用停止に関する他の

法令の規定による特別の手続等

個人情報ファイルの種別 □条例第２条第６項第１号 □条例第２条第６項第２

（電算処理ファイル） 号

（マニュアル処理ファ

規程第９条第９項に該当す イル）

るファイル

□有 □無

備考



様式第３号（第１０条関係）

保有個人情報開示請求書

年 月 日

徳島県議会議長 殿

住所又は居所

（ふりがな）
氏名

代理人が法人の場合にあっては，主たる事
務所の所在地及び名称並びに代表者の氏名

電話番号

徳島県議会の保有する個人情報の保護に関する条例第２０条第１項の規定により，次のとおり保

有個人情報の開示を請求します。

１ 開示を請求する保有個人

情報の名称等

当該保有個人情報が特定で

きるよう具体的に記入して

ください。

２ 開示の実施方法 (1) 窓口・事務局における開示

希望する開示の実施方法の ア 開示の方法

番号を○で囲んでください (ｱ)文書又は図画の場合

。 □閲覧 □写しの交付

(ｲ)電磁的記録の場合

□用紙に出力したものの閲覧

□用紙に出力したものの交付

□専用機器により再生したものの視聴

□複写したものの交付

イ 開示の実施を希望する日 年 月 日

(2) 写し，用紙に出力したもの又は複写したものの送付

３ 開示請求者 □本人 □法定代理人 □任意代理人

４ 代理人が請求 本人の氏 氏名 （ 年 月 日生）
ふりがな

する場合 名，住所

等 住所又は居

所

電話番号

本人の状況 □未成年 □成年被後見人 □任意代理人委任者

注 １ 該当する項目の□にレ印を記入してください。

２ 本人が請求する場合は，請求の際，本人であることを示す書類（運転免許証，旅券等）を

提示し，又は提出してください。

３ 代理人が請求する場合は，請求の際，代理人の運転免許証，旅券等の書類及び代理人の資

格を証明する書類（戸籍謄本等）を提示し，又は提出してください。

４ 代理人が法人の場合は，当該法人の代表者印を押印してください。



※次の欄は，記入しないでください。

請 求 者 の 確 認 □運転免許証 □旅券 □健康保険被保険者証
□個人番号カード又は住民基本台帳カード（住所記載のあるもの）
□在留カード □その他（ ）

法定代理人の資格確認 □戸籍謄本 □登記事項証明書
□その他（ ）

任意代理人の資格確認 □委任状
□その他（ ）

備 考



様式第４号（第１３条関係）

保有個人情報開示決定通知書

第 号
年 月 日

様（殿）

徳島県議会議長 印

年 月 日付けで請求のありました保有個人情報の開示については，徳島県
議会の保有する個人情報の保護に関する条例第２５条第１項の規定により次のとおり開
示することと決定したので，通知します。

１ 開示する保有個人
情報の名称等

２ 開示する保有個人
情報の利用目的

３ 開示の実施方法 □ 窓口・事務局における開示 □ 写し等の送付

４ 窓口・事 期 間 年 月 日から 年 月 日まで
務局におけ （日曜日・土曜日，祝日等を除く。）
る開示がで
きる日時及 時 間
び場所

場 所

５ 写し等の送付に要
する日数，費用等

６ 事務担当課等
電話番号

開示を受けた保有個人情報の内容が事実でないと思料するとき又は開示を受けた保有
個人情報が徳島県議会の保有する個人情報の保護に関する条例第３９条第１項各号に規
定する場合に該当すると思料するときは，開示を受けた日から９０日以内に徳島県議会
議長に対して当該保有個人情報の訂正又は利用停止の請求をすることができます。
注 １ 指定された開示の日時が都合の悪いときは，あらかじめ事務担当課等へ連絡し

てください。
２ 本人が開示を受ける場合は，開示を受ける際，この通知書を提示するとともに
，本人であることを示す書類（運転免許証，旅券等）を提示し，又は提出してく
ださい。

３ 代理人が開示を受ける場合は，開示を受ける際，この通知書を提示するととも
に，代理人の運転免許証，旅券等の書類及び代理人の資格を証明する書類（戸籍
謄本等）を提示し，又は提出してください。



様式第５号（第１３条関係）

保有個人情報部分開示決定通知書

第 号
年 月 日

様（殿）

徳島県議会議長 印

年 月 日付けで請求のありました保有個人情報の開示については，徳島県
議会の保有する個人情報の保護に関する条例第２５条第１項の規定により次のとおり一
部を除いて開示することと決定したので，通知します。

１ 開示する保有個人
情報の名称等

２ 開示する保有個人
情報の利用目的

３ 開示の実施方法 □ 窓口・事務局における開示 □ 写し等の送付

４ 窓口・事務 期 間 年 月 日から 年 月 日まで
局における開 （日曜日・土曜日，祝日等を除く。）
示ができる日
時及び場所 時 間

場 所

５ 写し等の送付に要
する日数，費用等

６ 開示をしな 概 要
いこととした
部分の概要及
び理由 理 由

７ ６の理由がなくな 年 月 日
る期日

８ 事務担当課等

電話番号



この決定に不服がある場合は，行政不服審査法の規定により，この決定があったこと
を知った日の翌日から起算して３か月以内に徳島県議会議長に対して審査請求をするこ
とができます。
この決定の取消しを求める訴えを提起する場合は，行政事件訴訟法の規定により，こ

の決定があったことを知った日から６か月以内に徳島県を被告（徳島県議会議長が被告
の代表者となります。）として提起することができます。
開示を受けた保有個人情報の内容が事実でないと思料するとき又は開示を受けた保有

個人情報が徳島県議会の保有する個人情報の保護に関する条例第３９条第１項各号に規
定する場合に該当すると思料するときは，開示を受けた日から９０日以内に徳島県議会
議長に対して当該保有個人情報の訂正又は利用停止の請求をすることができます。
注 １ 指定された開示の日時が都合の悪いときは，あらかじめ事務担当課等へ連絡し

てください。
２ 本人が開示を受ける場合は，開示を受ける際，この通知書を提示するとともに
，本人であることを示す書類（運転免許証，旅券等）を提示し，又は提出してく
ださい。

３ 代理人が開示を受ける場合は，開示を受ける際，この通知書を提示するととも
に，代理人の運転免許証，旅券等の書類及び代理人の資格を証明する書類（戸籍
謄本等）を提示し，又は提出してください。

４ ７の欄は，その期日をあらかじめ明示することができる場合に限り記載してあ
ります。開示を希望する場合は，その期日以後に改めて請求してください。



様式第６号（第１３条関係）

保有個人情報非開示決定通知書

第 号

年 月 日

様（殿）

徳島県議会議長 印

年 月 日付けで請求のありました保有個人情報の開示については，徳島県

議会の保有する個人情報の保護に関する条例第２５条第２項の規定により次のとおり開

示をしないことと決定したので，通知します。

１ 開示請求に係る保

有個人情報の名称等

２ 開示をしないこと

とした理由

３ ２の理由がなくな

る期日 年 月 日

４ 事務担当課等

電話番号

この決定に不服がある場合は，行政不服審査法の規定により，この決定があったこと

を知った日の翌日から起算して３か月以内に徳島県議会議長に対して審査請求をするこ

とができます。

この決定の取消しを求める訴えを提起する場合は，行政事件訴訟法の規定により，こ

の決定があったことを知った日から６か月以内に徳島県を被告（徳島県議会議長が被告

の代表者となります。）として提起することができます。

注 ３の欄は，その期日をあらかじめ明示することができる場合に限り記載してありま

す。開示を希望する場合は，その期日以後に改めて請求してください。



様式第７号（第１４条関係）

保有個人情報開示決定等期限延長通知書

第 号

年 月 日

様（殿）

徳島県議会議長 印

年 月 日付けで請求のありました保有個人情報の開示については，徳島県

議会の保有する個人情報の保護に関する条例第２６条第２項の規定により次のとおり開

示決定等の期限を延長したので，通知します。

１ 開示請求に係る保有

個人情報の名称等

２ 延長後の期間

日（開示決定等期限 年 月 日）

３ 延長の理由

４ 事務担当課等

電話番号



様式第８号（第１５条関係）

保有個人情報開示決定等期限特例延長通知書

第 号

年 月 日

様（殿）

徳島県議会議長 印

年 月 日付けで請求のありました保有個人情報の開示については，徳島県

議会の保有する個人情報の保護に関する条例第２７条の規定により次のとおり開示決定

等の期限を延長したので，通知します。

１ 開示請求に係る保有

個人情報の名称等

２ 条例第２７条の規定

（開示決定等の期限の

特例）を適用する理由

３ 保有個人情報につい 年 月 日

て開示決定等をする期 （なお， 年 月 日までに可能な部分について開

限 示決定等を行う予定です。）

４ 事務担当課等

電話番号



様式第９号（第１６条関係）

その１

保有個人情報の開示に関する意見照会書

第 号

年 月 日

様（殿）

徳島県議会議長 印

あなた（貴社）に関する情報が含まれている保有個人情報について，徳島県議会の保

有する個人情報の保護に関する条例第２０条第１項の規定による開示請求があり，当該

保有個人情報について開示決定等を行う際の参考とするため，同条例第２８条第１項の

規定により，御意見を伺うこととしました。

つきましては，当該保有個人情報を開示することにつき御意見があるときは，別紙の

意見書を提出してください。

なお，提出期限までに意見書の提出がない場合には，特に御意見がないものとして取

り扱わせていただきます。

１ 開示請求に係る保有個

人情報の名称等

２ 開示請求の年月日 年 月 日

３ 開示請求に係る保有個

人情報に含まれているあ

なた（貴社）に関する情

報の内容

４ 意見書の提出先

５ 意見書の提出期限 年 月 日



その２

保有個人情報の開示に関する意見照会書

第 号

年 月 日

様（殿）

徳島県議会議長 印

あなた（貴社）に関する情報が含まれている保有個人情報について，徳島県議会の保

有する個人情報の保護に関する条例第２０条第１項の規定による開示請求があり，当該

保有個人情報について開示決定を行う際の参考とするため，同条例第２８条第２項の規

定により，御意見を伺います。

つきましては，当該保有個人情報を開示することにつき御意見があるときは，別紙の

意見書を提出してください。

なお，提出期限までに意見書の提出がない場合には，特に御意見がないものとして取

り扱わせていただきます。

１ 開示請求に係る保有個

人情報の名称等

２ 開示請求の年月日 年 月 日

３ 条例第２８条第２項第 （適用区分）□第１号 □第２号

１号又は第２号の規定の （適用理由）

適用区分及び適用理由

４ 開示請求に係る保有個

人情報に含まれているあ

なた（貴社）に関する情

報の内容

５ 意見書の提出先

６ 意見書の提出期限 年 月 日



様式第１０号（第１６条関係）

保有個人情報の開示に関する意見書

年 月 日

徳島県議会議長 殿

住所

氏名

法人その他の団体にあっては，主たる事務所の所在地

及び名称並びに代表者の氏名

年 月 日付けで照会のありました保有個人情報の開示について，次のとお

り意見を提出します。

１ 開示請求に係る保有個

人情報の名称等

２ 開示に関しての意見 □保有個人情報を開示されることについて反対しない。

□保有個人情報を開示されることについて反対する。

（1）開示されることにより支障（不利益）がある部分

（2）支障（不利益）の具体的理由

３ 連絡先

注 該当する項目の□にレ印を記入してください。



様式第１１号（第１６条関係）

反対意見書に係る保有個人情報開示決定通知書

第 号

年 月 日

様（殿）

徳島県議会議長 印

あなた（貴社）から 年 月 日付けで「保有個人情報の開示に関する意見

書」の提出がありました保有個人情報については，次のとおり開示することと決定しま

したので，徳島県議会の保有する個人情報の保護に関する条例第２８条第３項の規定に

より通知します。

１ 開示請求に係る保有

個人情報の名称等

２ 開示決定をしたあな

た（貴社）に関する情

報の内容

３ 開示することとした

理由

４ 開示決定をした日 年 月 日

５ 開示を実施する日 年 月 日

６ 事務担当課等

電話番号

この決定に不服がある場合は，行政不服審査法の規定により，この決定があったこと

を知った日の翌日から起算して３か月以内に徳島県議会議長に対して審査請求をするこ

とができます。

この決定の取消しを求める訴えを提起する場合は，行政事件訴訟法の規定により，こ

の決定があったことを知った日から６か月以内に徳島県を被告（徳島県議会議長が被告

の代表者となります。）として提起することができます。

注 開示を実施する日までに審査請求がない場合には，あなた（貴社）に関する情報の

開示手続を行うこととさせていただきます。



様式第１２号（第２１条関係）

保有個人情報訂正請求書

年 月 日

徳島県議会議長 殿

住所又は居所

（ふりがな）

氏名

代理人が法人の場合にあっては，主たる事

務所の所在地及び名称並びに代表者の氏名

電話番号

徳島県議会の保有する個人情報の保護に関する条例第３３条第１項の規定により，次

のとおり保有個人情報の訂正を請求します。

１ 訂正請求に係る保有個人 年 月 日

情報の開示を受けた日

２ 訂正請求に係る保有個人 年 月 日付け 第 号

情報の開示決定通知書

３ 開示決定に基づき開示を

受けた保有個人情報の名称

等

４ 訂正請求の趣旨及び理由 （趣旨）

（理由）

５ 訂正請求者 □ 本人 □ 法定代理人 □任意代理人

６ 代理人が 本人の氏名， 氏名 （ 年 月 日生）
ふりがな

請求する場 住所等

合 住所又は



居所

電話番号

本人の状 □未成年 □成年被後見人 □任意代理

況 人委任者

注 １ 該当する項目の□にレ印を記入してください。

２ 本人が請求する場合は，請求の際，本人であることを示す書類（運転免許証

，旅券等）及び訂正の内容が事実に合致することを疎明する資料を提示し，又

は提出してください。

３ 代理人が請求する場合は，請求の際，代理人の運転免許証，旅券等の書類及

び代理人の資格を証明する書類（戸籍謄本等）並びに訂正の内容が事実に合致

することを疎明する資料を提示し，又は提出してください。

４ 代理人が法人の場合は，当該法人の代表者印を押印してください。

※次の欄は，記入しないでください。

請 求 者 の 確 認 □運転免許証 □旅券 □健康保険被保険者証
□個人番号カード又は住民基本台帳カード（住所記載のあるも
の）

□在留カード □その他（ ）

法定代理人の資格確認 □戸籍謄本 □登記事項証明書
□その他（ ）

任意代理人の資格確認 □委任状
□その他（ ）

備 考



様式第１３号（第２２条関係）

保有個人情報訂正決定通知書

第 号

年 月 日

様（殿）

徳島県議会議長 印

年 月 日付けで請求のありました保有個人情報の訂正については，徳島県

議会の保有する個人情報の保護に関する条例第３５条第１項の規定により次のとおり訂

正することと決定したので，通知します。

１ 訂正請求に係る保有

個人情報の名称等

２ 訂正請求の趣旨

３ 訂正をする内容及び （内容）

理由

（理由）

４ 事務担当課等

電話番号



様式第１４号（第２２条関係）

保有個人情報非訂正決定通知書

第 号

年 月 日

様（殿）

徳島県議会議長 印

年 月 日付けで請求のありました保有個人情報の訂正については，徳島県

議会の保有する個人情報の保護に関する条例第３５条第２項の規定により次のとおり訂

正をしないことと決定したので，通知します。

１ 訂正請求に係る保

有個人情報の名称等

２ 訂正をしないこと

とした理由

３ 事務担当課等

電話番号

この決定に不服がある場合は，行政不服審査法の規定により，この決定があったこと

を知った日の翌日から起算して３か月以内に徳島県議会議長に対して審査請求をするこ

とができます。

この決定の取消しを求める訴えを提起する場合は，行政事件訴訟法の規定により，こ

の決定があったことを知った日から６か月以内に徳島県を被告（徳島県議会議長が被告

の代表者となります。）として提起することができます。



様式第１５号（第２３条関係）

保有個人情報訂正決定等期限延長通知書

第 号

年 月 日

様（殿）

徳島県議会議長 印

年 月 日付けで請求のありました保有個人情報の訂正については，徳島県

議会の保有する個人情報の保護に関する条例第３６条第２項の規定により次のとおり訂

正決定等の期限を延長したので，通知します。

１ 訂正請求に係る保有

個人情報の名称等

２ 延長後の期間

日（訂正決定等期限 年 月 日）

３ 延長の理由

４ 事務担当課等

電話番号



様式第１６号（第２４条関係）

保有個人情報訂正決定等期限特例延長通知書

第 号

年 月 日

様（殿）

徳島県議会議長 印

年 月 日付けで請求のありました保有個人情報の訂正については，徳島県

議会の保有する個人情報の保護に関する条例第３７条の規定により次のとおり訂正決定

等の期限を延長したので，通知します。

１ 訂正請求に係る保有

個人情報の名称等

２ 条例第３７条の規定

（訂正決定等の期限の

特例）を適用する理由

３ 訂正決定等をする期

限 年 月 日

４ 事務担当課等

電話番号



様式第１７号（第２５条関係）

保有個人情報訂正実施通知書

第 号

年 月 日

様（殿）

徳島県議会議長 印

に提供している次の保有個人情報については，徳島県議会の保有する個人

情報の保護に関する条例第３４条の規定により訂正を実施したので，同条例第３８条の

規定により通知します。

１ 訂正請求に係る保有

個人情報の名称等

２ 訂正請求者の氏名等 （氏名，住所等）

の保有個人情報を特定

するための情報

３ 訂正請求の趣旨

４ 訂正をする内容及び （内容）

理由

（理由）

５ 事務担当課等

電話番号



様式第１８号（第２６条関係）

保有個人情報利用停止請求書

年 月 日

徳島県議会議長 殿

住所又は居所

（ふりがな）

氏名

代理人が法人の場合にあっては，主たる事

務所の所在地及び名称並びに代表者の氏名

電話番号

徳島県議会の保有する個人情報の保護に関する条例第４０条第１項の規定により，次

のとおり保有個人情報の利用停止を請求します。

１ 利用停止請求に係る保有 年 月 日

個人情報の開示を受けた日

２ 利用停止請求に係る保有 年 月 日付け 第 号

個人情報の開示決定通知書

３ 開示決定に基づき開示を

受けた保有個人情報の名称

等

４ 利用停止請求の趣旨及び （趣旨）

理由 □第１号該当 → □利用の停止 □消去

□第２号該当 → 提供の停止

（理由）

５ 利用停止請求者 □ 本人 □ 法定代理人 □任意代理人

６ 代理人が 本人の氏名， 氏名 （ 年 月 日生）
ふりがな

請求する場 住所等



合 住所又は

居所

電話番号

本人の状 □未成年 □成年被後見人 □任意代理

況 人委任者

注 １ 該当する項目の□にレ印を記入してください。

２ ４の欄中「第１号該当」とは条例第３９条第１項第１号に掲げる場合に該当

することを，「第２号該当」とは条例第３９条第１項第２号に掲げる場合に該

当することをいいます。

３ 本人が請求する場合は，請求の際，本人であることを示す書類（運転免許証

，旅券等）を提示し，又は提出してください。

４ 代理人が請求する場合は，請求の際，代理人の運転免許証，旅券等の書類及

び代理人の資格を証明する書類（戸籍謄本等）を提示し，又は提出してくださ

い。

５ 代理人が法人の場合は，当該法人の代表者印を押印してください。

※次の欄は，記入しないでください。

請 求 者 の 確 認 □運転免許証 □旅券 □健康保険被保険者証
□個人番号カード又は住民基本台帳カード（住所記載のあるも
の）

□在留カード □その他（ ）

法定代理人の資格確認 □戸籍謄本 □登記事項証明書
□その他（ ）

任意代理人の資格確認 □委任状
□その他（ ）

備 考



様式第１９号（第２７条関係）

保有個人情報利用停止決定通知書

第 号

年 月 日

様（殿）

徳島県議会議長 印

年 月 日付けで請求のありました保有個人情報の利用停止については，徳

島県議会の保有する個人情報の保護に関する条例第４２条第１項の規定により次のとお

り利用停止をすることと決定したので，通知します。

１ 利用停止請求に係る

保有個人情報の名称等

２ 利用停止請求の趣旨

３ 利用停止をする内容 （内容）

及び理由

（理由）

４ 事務担当課等

電話番号



様式第２０号（第２７条関係）

保有個人情報非利用停止決定通知書

第 号

年 月 日

様（殿）

徳島県議会議長 印

年 月 日付けで請求のありました保有個人情報の利用停止については，徳

島県議会の保有する個人情報の保護に関する条例第４２条第２項の規定により次のとお

り利用停止をしないことと決定したので，通知します。

１ 利用停止請求に係

る保有個人情報の名

称等

２ 利用停止をしない

こととした理由

３ 事務担当課等

電話番号

この決定に不服がある場合は，行政不服審査法の規定により，この決定があったこと

を知った日の翌日から起算して３か月以内に徳島県議会議長に対して審査請求をするこ

とができます。

この決定の取消しを求める訴えを提起する場合は，行政事件訴訟法の規定により，こ

の決定があったことを知った日から６か月以内に徳島県を被告（徳島県議会議長が被告

の代表者となります。）として提起することができます。



様式第２１号（第２８条関係）

保有個人情報利用停止決定等期限延長通知書

第 号

年 月 日

様（殿）

徳島県議会議長 印

年 月 日付けで請求のありました保有個人情報の利用停止については，徳

島県議会の保有する個人情報の保護に関する条例第４３条第２項の規定により次のとお

り利用停止決定等の期限を延長したので，通知します。

１ 利用停止請求に係る

保有個人情報の名称等

２ 延長後の期間

日（利用停止決定等期限 年 月 日）

３ 延長の理由

４ 事務担当課等

電話番号



様式第２２号（第２９条関係）

保有個人情報利用停止決定等期限特例延長通知書

第 号

年 月 日

様（殿）

徳島県議会議長 印

年 月 日付けで請求のありました保有個人情報の利用停止については，徳

島県議会の保有する個人情報の保護に関する条例第４４条の規定により次のとおり利用

停止決定等の期限を延長したので，通知します。

１ 利用停止請求に係る

保有個人情報の名称等

２ 条例第４４条の規定

（利用停止決定等の期

限の特例）を適用する

理由

３ 利用停止決定等をす

る期限 年 月 日

４ 事務担当課等

電話番号



様式第２３号（第３０条関係）

諮問をした旨の通知書

第 号

年 月 日

様（殿）

徳島県議会議長 印

年 月 日付けの徳島県議会議長に対する審査請求について，次のとおり

徳島県情報公開・個人情報保護審査会に諮問したので，徳島県議会の保有する個人情

報の保護に関する条例第４６条第２項の規定により通知します。

１ 審査請求に係る保有

個人情報の名称等

２ 審査請求に係る決定

又は請求に係る不作為

３ 審査請求 (1) 審査請求日

(2) 審査請求の趣旨

４ 諮問日・諮問番号 年 月 日・ 第 号

５ 事務担当課等

電話番号



参考様式（第１９条関係）

保有個人情報開示実施方法等申出書

年 月 日

徳島県議会議長 殿

住所又は居所

（ふりがな）
氏名

代理人が法人の場合にあっては，主たる事
務所の所在地及び名称並びに代表者の氏名

電話番号

徳島県議会の保有する個人情報の保護に関する条例第２９条第３項の規定に基づき，

次のとおり申出をします。

１ 保有個人情報（部 年 月 日付け 第 号

分）開示決定通知書

２ 開示の実施を希望 年 月 日 午前・午後

する日

３ 求める開示の実施 閲覧 □全部

方法 □一部（ ）

複写したもの □全部

の交付 □一部（ ）

その他 □全部

（ ） □一部（ ）

４ 写し等の送付の希 □有 □無

望

注 該当する項目の□にレ印を記入してください。
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個
人
情
報
の
保
護
に
関
す
る
法
律
の
施
行
に
関
す
る
規
則
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

令
和
五
年
三
月
二
十
四
日

徳
島
県
収
用
委
員
会
会
長

松

尾

泰

三

個
人
情
報
の
保
護
に
関
す
る
法
律
の
施
行
に
関
す
る
規
則

個
人
情
報
の
保
護
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
五
年
法
律
第
五
十
七
号
）
の
施
行
に
つ
い
て
は
、
別
に
定

め
る
も
の
の
ほ
か
、
知
事
が
取
り
扱
う
個
人
情
報
の
例
に
よ
る
。

附

則

１

こ
の
規
則
は
、
令
和
五
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

２

徳
島
県
個
人
情
報
保
護
条
例
の
施
行
に
関
す
る
規
則
（
平
成
十
四
年
徳
島
県
収
用
委
員
会
規
則
第
一

号
）
は
、
廃
止
す
る
。
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